




 

 

 

 

 

 

 

 

はじめに 

地域福祉を取り巻く環境は、人口減少、少子超高齢社会の進行や単独世帯の増加などの社会情

勢の変化、生活様式や価値観の多様化などに伴い、地域コミュニティが希薄化し、支え合いの機

能が弱まりつつあります。 

また、生活困窮、孤独・孤立、身寄りのない高齢者、虐待、ひきこもり、8050問題、ダブルケ

ア、ヤングケアラーなど市民の困りごとは一層複雑かつ多様化しております。 

これらの課題を克服していくには、市民、行政、関係機関が連携を深め、地域社会を活性化し、

包括的な支援体制の整備を通じた「地域共生社会」の実現が求められています。 

このたびの「第５次三島市地域福祉計画」では、「地域のつながりを深め共に支えあい、安全で

安心して暮らせるウェルビーイングなまち・三島」を基本理念として、「人づくり」「地域づく

り」「仕組みづくり」の三つの柱を掲げ、「地域共生社会」実現のため、取組の方向性や基本的

な考え方を示しております。 

市民の皆様が、誰一人取り残されずに、住み慣れた地域で安心して暮らし続けながら、将来に

わたる持続的な幸福を実感することができるよう努めてまいりますので、より一層のご理解とご

協力を賜りますようお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたり、貴重なご意見・ご提言をいただきました三島市地域福祉計画

策定懇話会委員の皆様、とりわけ、地域福祉に関する専門的知見により様々なご助言をいただき

ました静岡大学 未来社会デザイン機構 内山智尋准教授、このほかアンケート調査及びヒアリン

グ調査にご回答くださいました市民、関係機関・団体の皆様に厚くお礼申し上げます。 

 

令和８年３月 

三島市長  豊 岡 武 士 

 





 

 

 

 

 

 

 

「第５次三島市地域福祉活動計画」の 

策定にあたって 

本会ではこれまで４期にわたり、地域福祉活動計画を策定し、関係団体や地域の皆様と協力し

ながら、福祉のまちづくりを進めてきました。しかし現在、少子高齢化や高齢者のみの世帯の増

加、地域のつながりの希薄化など、地域社会を取り巻く課題はより深刻で複雑なものとなってい

ます。 

また、制度だけでは十分な支援が行き届かない「制度の狭間」にある課題や、コロナ禍を経て

孤立しやすい人、複合的な生活課題を抱える世帯も増加しています。中には、支援を必要として

いても、自ら相談に行くことが難しい方も少なくありません。 

こうした状況を受け、地域住民や関係団体など多様な主体が連携し、世代や分野を超えて支え

合う「地域共生社会」の実現が、これまで以上に求められています。その中で、地域福祉活動が

果たす役割はますます重要になっています。 

このたび策定した「第５次三島市地域福祉活動計画」は、これまでの社会状況を踏まえ、令和

６年度に三島市が実施した市民アンケート、福祉関係団体および民生委員・児童委員へのヒアリ

ング結果など、各種調査から把握した市民や地域の現状、意見、ニーズを重視して策定しました。

あわせて、本会におけるこれまでの取組の進捗状況を検証し、その成果と課題を反映させること

で、「地域共生社会」の実現に向けた地域福祉活動を一層推進できる内容へと見直したものです。 

本計画では、「地域のつながりを深め共に支えあい、安全で安心して暮らせるウェルビーイン

グなまち・三島」を基本理念に掲げ、５年後の地域の姿を見据えた取組を進めていきます。市民

の皆様をはじめ、地域団体、福祉事業者、企業、社会福祉協議会が一体となり、誰もが住み慣れ

た地域で安心して暮らし続けられるまちづくりを目指します。 

地域福祉の充実には、市民一人ひとりの理解と協力が不可欠です。今後も、地域福祉のさらな

る発展に向けて、皆様のご理解とご協力を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたり、多大なるご協力を賜りました関係者の皆様に、心より御礼申

し上げまして、ごあいさつとさせていただきます。 

 

令和８年３月 

社会福祉法人三島市社会福祉協議会 

会長  中 村  正 蔵 
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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

（１）計画策定の背景 

地域福祉とは、住み慣れた地域で誰もが安心して自分らしく暮らし続けられるよう、地域住民

や事業者、関係団体、行政などが連携し、地域社会の福祉課題の解決に取り組むことを言います。 

本市では、平成18年３月に、「共に生き、共に活動し、共に築く、福祉を育てるまちづくり」を

基本理念とする最初の「三島市地域福祉計画」を策定し、高齢者福祉施策や障がい者福祉施策、

子育て支援、健康づくりなどの分野ごとの個別計画等と連携を図り、地域福祉施策を展開してき

ました。 

その後、平成23年度から27年度を計画期間とする第２次計画を、平成28年度から令和２年度ま

での第３次計画、令和３年度から７年度までの第４次計画を策定し、第４次計画では、「人と人、

人と地域が福祉でつながり地域力の発展へとつなげていくまち」を基本理念とし、福祉への主体

的な市民参加、人材育成、地域づくり、包括的な相談支援体制の充実など、地域のコミュニティ

の形成と地域共生社会の実現を目指して取り組んできました。 

近年全国的に、人口減少や少子超高齢社会の進行、生活様式や価値観の多様化に加え、新型コ

ロナウイルス感染症による地域活動の制約などにより、人と人とのつながりが弱まりつつありま

す。また、大規模災害への備えや、生活困窮、孤独・孤立、身寄りのない高齢者、虐待、ひきこ

もり、8050問題、ダブルケア、ヤングケアラーなど、従来の制度だけでは十分に対応できない新

たな課題も増えており、地域福祉の役割はこれまで以上に重要になっています。これらは本市に

おいても例外ではありません。 

国及び静岡県の動向や本市における地域福祉を取り巻く現状等を踏まえながら「第５次三島市

地域福祉計画・第５次三島市地域福祉活動計画」を策定し、引き続き市民が安心して暮らしウェ

ルビーイングが向上するまちづくりを進めていくための施策が求められています。 
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（２）地域共生社会の実現に向けた包括的な支援 

地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制については、高齢者を対象とする「地域包括ケ

アシステム」における「必要な支援を包括的に確保する」という理念を普遍化し、高齢者のみな

らず、障がい者、子ども・子育て家庭、そして生活困窮者支援など、生活上の困難を抱える地域

住民への包括的な支援体制とするものと考えられます。そして、その土台として「地域力の強化」

が位置づけられていることに留意する必要があります。 

 

■地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制」を基に作成 

 

 

 

子ども・子育て家庭 
＜子ども・子育て家庭を対象にした相談機関＞ 

こども家庭センター等 

三島市における地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制 

理念の 

普遍化 

 高 齢 者 
地域包括ケアシステム 

 【地域医療介護確保法第２条】 

＜高齢者を対象にした相談機関＞ 

地域包括支援センター 
 

障がい者 
地域移行、地域生活支援 

＜障がい者を対象にした相談機関＞ 

基幹相談支援センター等 

共生型 
サービス 

生活困窮者 
支援 

＜生活困窮者を対象 
にした相談機関＞ 

生活支援センター 

土台としての地域力の強化 
「他人事」ではなく「我が事」と考える地域づくり 

〇地域における様々な福祉課題＋〇既存の制度による解決が困難な課題 

課題の複合化 

・高齢の親と無職独身の50代の子が同居（8050） 

・介護と育児に同時に直面する世帯（ダブルケア）等 

・家族の介護を18歳未満の子どもが行っている世帯等 

（ヤングケアラー） 

制度の狭間 

・いわゆる「ごみ屋敷」 

・障がいの疑いがあるが手帳申請を拒否 等 

＜分野を横断した相談者を対象にした相談機関＞ 

成年後見支援センター 
発達支援センター等 



第１章 計画の策定にあたって 

3 

地
域
福
祉
計
画 

第
１
章 

２ 計画の位置づけ 

（１）各計画との関連 

「第５次三島市地域福祉計画」は、社会福祉法第107条の規定に基づく、地域福祉の推進を一体

的に取り組むために策定する計画です。本計画は、市の最上位計画である「第５次三島市総合計

画後期基本計画」との整合性を図るとともに、本市の高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画、

子ども・子育て支援事業計画、子ども・若者計画、障害者計画、障害福祉計画・障害児福祉計画、

健康づくり計画等の分野別計画の上位計画として位置づけ、各分野別計画における理念や取組と

の整合性を図り、具体的な取組は個別の計画で推進するものとします。 

また、地域の課題解決に取り組み、より良い地域社会の構築に主体的に関わっていくための具

体的な行動計画である「第５次三島市地域福祉活動計画」を、「第５次三島市地域福祉計画」と一

体的に策定します。 

さらに、本計画は福祉に関する総合的な視点に基づくものであることから、再犯の防止等の推

進に関する法律（再犯防止推進法）第８条第１項に基づく「地方再犯防止推進計画」と成年後見

制度の利用の促進に関する法律第14条に基づく「成年後見制度利用促進基本計画」を包含した計

画とします。 

 

■計画の位置づけ 
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（２）ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標） 

本市は「ＳＤＧｓ未来都市」として、本計画に国連で採択されたＳＤＧｓの考え方を取り入れ、

誰一人取り残さないまちづくりを推進しています。 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ)とは、平成27年（2015年）９月の国連サミットで採択された

「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載された令和12年（2030年）までの持続可能で

より良い世界を目指す国際目標です。 

ＳＤＧｓの理念は地域共生社会の理念や本市の目指すまちづくりの理念と合致することから、

本計画では「第４次三島市地域福祉計画」に続き、ＳＤＧｓの理念や目標を踏まえ、基本目標ご

とに関連する目標を示します。 
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３ 計画の期間 

本計画は令和８年度から12年度までの５か年計画とし、３年目に事業の進捗状況を確認すること

で、柔軟な対応を図ります。 

 

■三島市の関連する計画期間 

 

2024 
（Ｒ６年度） 

2025 
（Ｒ７年度） 

2026 
（Ｒ８年度） 

2027 
（Ｒ９年度） 

2028 
（Ｒ10年度） 

2029 
（Ｒ11年度） 

2030 
（Ｒ12年度） 

2031 
（Ｒ13年度） 

2032 
（Ｒ14年度） 

2033 
（Ｒ15年度） 

2034 
（Ｒ16年度） 

2035 
（Ｒ17年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

第５次 

地域福祉計画・地域福祉活動計画 

第６次 

地域福祉計画・地域福祉活動計画 

第４次 

地域福祉計画・ 

地域福祉活動計画 

第５次総合計画 第６次総合計画 

見直し 進捗確認 見直し 進捗確認 見直し 

第10次高齢者保健福祉計画 

第９期介護保険事業計画 

第11次計画 

第10期計画 
第12次計画 

第11期計画 

第13次計画 

第12期計画 

第３期 子ども・子育て支援事業計画 
三島市こども計画 

次期 

計画 

第２期 

第５期障害者計画 第６期計画 

第７期障害福祉計画 

第３期障害児福祉計画 

第８期計画 

第４期計画 

第９期計画 

第５期計画 

第10期計画 

第６期計画 

第２次健康づくり計画 第３次計画 

子ども・若者計画 

三島市こども計画 
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４ 計画の策定体制 

（１）庁内組織 

地域福祉施策を総合的に検討・推進するため、庁内における本計画の策定体制を次のとおり設

置しました。 

部長会議 
策定懇話会、庁内策定委員会を経て策定された計画案を審議し、計画

を決定する。 

庁内策定委員会 

各課の所属長等により構成された庁内策定委員会にて事務局案をも

とに計画案を策定する。また、策定懇話会での意見・助言等をもとに

計画案を修正する。 

ワーキンググループ 
各課の担当者で施策の進捗や課題を審議し現行計画の検証を行い、新

計画の施策案を提案する。 

 

 

（２）市民参加 

有識者や市民の意見が反映された計画とするため、市民アンケート調査の実施や三島市地域福

祉計画策定懇話会を設置しました。 

策定懇話会 

学識経験者、社会福祉事業関係者、公募市民、各種団体関係者など幅

広い立場から計画案に対する意見・助言を行う。 

（設置根拠）三島市地域福祉計画策定懇話会設置要綱 

市民意見募集 

（パブリック・コメント） 

ホームページや公民館などで計画原案を公開し、市民から広く意見を

募集し活用する。 

市民アンケート調査 
「近所付き合い」や「地域活動への参加状況」などの実態を把握する

ために令和６年度にアンケート調査を実施。 

市民意見 
福祉関係団体アンケート調査 

民生委員児童委員協議会へのヒアリング 
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５ 地域福祉を担う各主体に期待されること 

本計画では多様な主体が関わり、計画の推進を図ります。地域共生社会の実現に向け各主体に期

待されることは以下のとおりです。 

 

①市民 

地域の一員として、自分の暮らすまちに関心を持ち、日頃から声を掛け合ったり、見守り合っ

たり、地域の行事や活動に参加するなど、地域に対して身近にできることから行動することが期

待されます。その積み重ねが、暮らしやすい地域づくりにつながります。 

②自治会・町内会 

自治会・町内会は、地域住民にとって最も身近な住民自治組織であり、住民同士のつながりを

深め、見守り、安否確認、各主体との連携等により地域福祉を支える役割が期待されます。 

③ボランティア・ＮＰＯ 

地域の課題解決に主体的に取り組む担い手として、活動の充実を図るとともに、住民や地域の

多様な団体、関係機関、社会福祉協議会、市などと連携・協働しながら、地域福祉の実践と推進

を主体的に担うことが期待されます。 

④民生委員・児童委員 

民生委員・児童委員は、地域福祉を推進する立場から、住民に寄り添い相談に応じながら、必

要な支援へつなぐ役割を担う地域の身近な存在です。地域の相談役として、また住民と行政や関

係団体との橋渡し役として活動するとともに、住民同士の支え合いや助け合いを促進する中心的

役割を担うことが期待されます。 

⑤地域活動団体 

老人クラブ、ＰＴＡなどの地域活動団体は、イベント交流や集まりを通じて住民が地域福祉に

関心を寄せてもらうための機会づくりや福祉活動への協力が期待されます。 

⑥福祉サービス事業者 

子ども、高齢者、障がい者などへの直接的な支援を担う社会福祉法人等の事業者には、専門性

を生かして利用者の立場に立った質の高いサービスを提供することが求められます。併せて、地

域住民や各団体、関係機関、社会福祉協議会、市などと協力し、地域福祉の推進にも積極的に取

り組むことが期待されます。 

⑦社会福祉協議会 

市民の福祉への関心や意識を高め、市民主体の活動を支えるとともに、地域の課題を明らかに

し、市民、団体、事業者などの参加・協力を得ながら、助け合いの活動やサービス事業の企画・

実施を行う役割を担います。市と共に地域福祉を推進する中核的な存在としての役割が期待され

ます。 

⑧市 

市は、地域福祉に関する施策を総合的に進めるとともに、公的な福祉サービスを適切に運営す

る役割を担います。さらに、市民や各団体が活動しやすい基盤を整え、上記①～⑦の市民、団体、

教育機関等が一層連携・協働できる仕組みを構築していく必要があります。
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第２章 本市を取り巻く主な現状と課題 

１ 人口及び世帯の状況 

（１）人口 

本市の総人口の推移は、平成17年をピークに以降は減少し、令和２年には107,783人となって

います。 

年齢３区分別では、令和２年現在、年少人口が13,054人（12.1％）、生産年齢人口が61,582人

（57.1％）、老年人口が31,677人（29.4％）となっています。 

平成７年以降、年少人口は減少する一方で、老年人口が増加し続けており、生産年齢人口が減

少し、福祉関連でも医療・介護需要が増加する一方で、介護人材の不足に直面するなどの影響が

出ています。 

■年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人 

 
平成７年 

（1995） 

平成12年 

（2000） 

平成17年 

（2005） 

平成22年 

（2010） 

平成27年 

（2015） 

令和２年 

（2020） 

総人口 107,890 110,519 112,241 111,838 110,046 107,783 

 増減 - 2,629 1,722 ▲ 403 ▲ 1,792 ▲ 2,263 

 （増減率） - (2.4%) (1.6%) (▲ 0.4%) (▲ 1.6%) (▲ 2.1%) 

年少人口 

（15歳未満） 

17,881 16,865 15,875 15,072 14,217 13,054 

(16.6%) (15.3%) (14.1%) (13.5%) (12.9%) (12.1%) 

生産年齢人口 

（15～64歳） 

76,307 76,268 74,879 71,046 65,811 61,582 

(70.7%) (69.0%) (66.7%) (63.5%) (59.8%) (57.1%) 

老年人口 

（65歳以上） 

13,702 17,383 21,419 25,442 29,366 31,677 

(12.7%) (15.7%) (19.1%) (22.7%) (26.7%) (29.4%) 

出典：総務省「国勢調査」 

※総人口には「不詳」を含みます 

 

（人）

平成７年
（1995）

平成12年
（2000）

平成17年
（2005）

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

令和２年
（2020）

17,881 16,865 15,875 15,072 14,217 13,054

76,307 76,268 74,879 71,046 65,811 61,582

13,702 17,383 21,419 25,442 29,366 31,677

107,890 110,519 112,241 111,838 110,046 107,783

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上）
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（２）世帯の状況 

本市の世帯数は増加し続けており、平成７年からの25年間で約8,300世帯増加しています。中

でも単独世帯の増加率が顕著で、令和２年時点では全体の約３割を占めています。また、１世帯

当たり人員が減少してきています。 

■世帯類型別世帯数・１世帯当たり人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：世帯 

 
平成７年 

（1995） 

平成12年 

（2000） 

平成17年 

（2005） 

平成22年 

（2010） 

平成27年 

（2015） 

令和２年 

（2020） 

総世帯数 37,746 40,832 43,392 44,551 45,159 46,047 

 増減 - 3,086 2,560 1,159 608 888 

 （増減率） - (8.2%) (6.3%) (2.7%) (1.4%) (2.0%) 

単独世帯 
9,303 10,907 12,331 13,158 14,059 15,326 

(24.6%) (26.7%) (28.4%) (29.5%) (31.1%) (33.3%) 

核家族世帯 
22,617 24,120 25,298 25,851 26,059 26,470 

(59.9%) (59.1%) (58.3%) (58.0%) (57.7%) (57.5%) 

その他の世帯 
5,826 5,805 5,763 5,542 5,041 4,251 

(15.4%) (14.2%) (13.3%) (12.4%) (11.2%) (9.2%) 

一世帯当たり人員 2.86人 2.71人 2.59人 2.51人 2.44人 2.34人 

出典：総務省「国勢調査」 

 

（世帯） （人）

平成７年
（1995）

平成12年
（2000）

平成17年
（2005）

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

令和２年
（2020）

9,303 10,907 12,331 13,158 14,059 15,326

22,617 24,120 25,298 25,851 26,059 26,470
5,826 5,805 5,763 5,542 5,041 4,251
37,746 40,832 43,392 44,551 45,159 46,047

2.86
2.71 2.59 2.51 2.44 2.34

0.00

1.00

2.00

3.00

0

20,000

40,000

60,000

80,000

単独世帯 核家族世帯 その他の世帯 一世帯当たり人員
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（３）人口動態 

本市の人口動態をみると、自然動態（出生数－死亡数）は、平成27年以降マイナスで推移して

おり、令和６年は出生数502人に対して、死亡数1,404人と902人のマイナスになっています。 

社会動態（転入数－転出数）は、平成27年から令和６年にかけて増減を繰り返しながら推移し

ており、令和６年は転入3,443人に対して、転出が3,881人と438人のマイナスになっています。 

■出生数・死亡数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■転入数・転出数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人 

 
平成27年 

（2015） 

平成28年 

（2016） 

平成29年 

（2017） 

平成30年 

（2018） 

令和元年 

（2019） 

令和２年 

（2020） 

令和３年 

（2021） 

令和４年 

（2022） 

令和５年 

（2023） 

令和６年 

（2024） 

出生 788 811 765 690 674 646 646 577 541 502 

死亡 1,056 1,099 1,185 1,178 1,198 1,211 1,220 1,306 1,379 1,404 

自然 

増減 
-268 -288 -420 -488 -524 -565 -574 -729 -838 -902 

転入 4,290 4,326 4,167 3,931 3,815 4,130 3,822 3,589 3,724 3,443 

転出 4,402 4,307 4,290 4,163 4,278 3,986 3,967 4,030 4,035 3,881 

社会 

増減 
-112 19 -123 -232 -463 144 -145 -441 -311 -438 

出典：「三島の統計」（各年12月31日現在日本人） 

 

（人） （人）

平成27年
（2015）

平成28年
（2016）

平成29年
（2017）

平成30年
（2018）

令和元年
（2019）

令和２年
（2020）

令和３年
（2021）

令和４年
（2022）

令和５年
（2023）

令和６年
（2024）

788 811

765 690 674

646 646 577 541 502

1,056 1,099
1,185 1,178 1,198 1,211 1,220

1,306 1,379 1,404

-268 -288 

-420 
-488 -524 -565 -574 

-729 

-838 
-902 

-1,000
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-400
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0

0

400

800

1,200

1,600

出生 死亡 自然増減

（人） （人）

平成27年
（2015）

平成28年
（2016）

平成29年
（2017）

平成30年
（2018）

令和元年
（2019）

令和２年
（2020）

令和３年
（2021）

令和４年
（2022）

令和５年
（2023）

令和６年
（2024）

4,290 4,326 4,167
3,931 3,815

4,130
3,822 3,589 3,724

3,443

4,402 4,307 4,290 4,163 4,278
3,986 3,967 4,030 4,035 3,881

-112 

19 

-123 
-232 

-463 

144 

-145 

-441 

-311 

-438 

-500

-250

0

250

500

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

転入 転出 社会増減
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（４）生活保護受給世帯数・生活保護率の状況 

本市の生活保護受給世帯数及び生活保護率は令和元年度以降おおむね横ばいで推移しており、

令和６年度は773世帯（8.6‰）となっています。 

■生活保護受給世帯数・生活保護率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「三島の統計」（各年度末現在） 

 

 

 

（５）労働の状況 

本市の労働力率は、男性は平成７年から減少傾向で推移しています。 

■労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「国勢調査」 

 

 

（世帯） （‰）

令和元年度
（2019）

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

令和６年度
（2024）

751 752 770 783 776 773

8.3 8.3 8.3 8.7 8.9 8.6

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

0

200

400
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1,000

被保護世帯数 保護率

（％）

平成７年
（1995）

平成12年
（2000）

平成17年
（2005）

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

令和２年
（2020）

81.5 77.5 74.7 73.2 70.2 68.2

50.9 49.9 48.8 48.7 49.2 50.3

65.7 63.3 61.4 60.7 59.4 59.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

男性 女性 平均



 

12 

第
２
章 

２ 子どもを取り巻く状況 

（１）子どもの状況 

18歳未満人口の推移をみると、平成７年以降減少傾向で推移しています。 

本市の子どものいる世帯の推移をみると、18歳未満の子どもがいる世帯、６歳未満の子どもが

いる世帯のいずれも、減少傾向となっています。 

■18歳未満人口と子どものいる世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「国勢調査」 

 

 

 

（２）母子・父子世帯の状況 

本市の母子・父子世帯数の推移をみると、平成22年まで増加傾向にありましたが、その後はお

おむね横ばいで推移し、令和２年で母子世帯が589世帯、父子世帯が71世帯となっています。 

■母子・父子世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「国勢調査」 

 

 

（世帯）

平成７年
（1995）

平成12年
（2000）

平成17年
（2005）

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

令和２年
（2020）

461 532 603 621 586 589

80
76

79 65 64 71
541

608
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0
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母子世帯 父子世帯

（人） （世帯）

平成７年
（1995）

平成12年
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平成17年
（2005）

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

令和２年
（2020）

22,373
20,826 19,484 18,326 17,350 16,124

12,597 11,892 11,504 10,918 10,293
9,548

4,748 4,703 4,620 4,318 4,017 3,425
0

5,000

10,000

15,000

0

5,000
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25,000

18歳未満人口 18歳未満の子どもがいる世帯
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３ 高齢者を取り巻く状況 

（１）高齢者の状況 

本市の高齢化率は上昇傾向にあります。 

高齢夫婦世帯（夫が65歳以上、妻が60歳以上の世帯）及び高齢単身世帯は年々増加し、令和２

年で高齢夫婦世帯は6,168世帯、高齢単身世帯は5,390世帯となっています。 

■高齢者世帯と高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「国勢調査」 

 

 

 

（２）要支援・要介護認定者数の状況 

本市の要支援・要介護認定者数、認定率はともに、高齢者の増加に伴い増加傾向で推移してい

ます。 

■要支援・要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「三島の統計」 

（人） （％）

令和元年度
（2019）

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

令和６年度
（2024）

749 751 767 797 806 836

557 566 611 568 637 645

1,050 1,126 1,139 1,116 1,158 1,261

691 730 752 779 810 818

4,482
4,701

4,967 5,015 5,108 5,229

477 529 583 632 621 603587
631 695 698 666 708
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368
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0
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要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定率

（世帯）

平成７年
（1995）

平成12年
（2000）

平成17年
（2005）

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

令和２年
（2020）

（％）

2,004 2,851 3,761 4,709 5,607 6,1681,416 2,127
2,890

3,657
4,665

5,390
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４ 障がいのある人を取り巻く状況 

（１）障がい者の状況 

身体障害者手帳交付者は減少傾向である一方、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳交付者は増

加傾向となっています。 

■身体障害者手帳の交付者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■療育手帳の交付者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■精神障害者保健福祉手帳の交付者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「三島の統計」 

（人）

令和元年度
（2019）

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

令和６年度
（2024）

3,229 3,203 3,181 3,152 3,121 3,059
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（2019）

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

令和６年度
（2024）

544 598 613
748 724

822

0

200

400

600

800

1,000

精神障害者保健福祉手帳
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５ 相談機関への相談状況 

（１）各種相談機関への相談件数の状況 

地域包括支援センターへの相談件数と障害者相談支援事業における相談件数はおおむね横ば

いで推移している一方、生活支援センターへの相談件数は減少傾向、こども家庭センターと発達

支援センターへの相談件数は増加傾向にあります。 

■生活支援センターへの相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■こども家庭センターへの相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和５年９月末までは家庭児童相談室への相談件数 

出典：三島市担当課資料 

（件）

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

令和６年度
（2024）

3,904 3,941

2,503
1,965 1,892

0

1,000

2,000

3,000

4,000

相談件数

（件）

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

令和６年度
（2024）

2,249 2,379 2,813

4,350 4,451

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

相談件数
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■発達支援センターへの相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域包括支援センターへの相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■障害者相談支援事業における相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：三島市担当課資料 

（件）

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

令和６年度
（2024）

2,899
3,520

4,321
5,249 5,404

0

2,000

4,000

6,000

相談件数

（件）

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

令和６年度
（2024）

11,353

17,924 18,080 16,935
18,941

0

5,000

10,000

15,000

20,000

相談件数

（件）

令和２年度
（2020）

令和３年度
（2021）

令和４年度
（2022）

令和５年度
（2023）

令和６年度
（2024）

6,985
5,757 6,081

7,235 7,900

0

2,000

4,000

6,000

8,000

相談件数
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６ 市民アンケート調査結果からみえる本市の地域福祉の状況 

（１）概要 

 

■調査目的 

「第５次三島市地域福祉計画」及び「第５次三島市地域福祉活動計画」の策定にあたり、市民

の地域活動への参加状況や日常生活で感じていることなどの意見を把握し、基礎資料とすること

を目的に実施しました。 

 

■調査対象 

三島市内に在住する満15歳以上の人  2,000人 

 

■調査方法 

郵送配布、郵送またはＷＥＢ回収 

 

■抽出方法 

無作為抽出 

 

■調査期間 

調査期間：令和６年８月20日（火）から令和６年９月６日（金）まで 

 

■回収状況 

発送数 回収方法 回収数 有効回収数 有効回収率 

2,000票 

郵送 717票 714票 

48.7％ ＷＥＢ 260票 260票 

合計 977票 974票 

 

■グラフを見る際の注意点 

①基数となるべき実数はｎとして記載しています。 

②比率はすべて百分率で表し、小数点以下第２位を四捨五入しています。 

 そのため、百分率の合計が100％にならないことがあります。 

③複数回答可能な設問の場合、回答比率の合計が100％を超えることがあります。 
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（２）結果（一部抜粋） 

■福祉との関わり 

問 あなたは福祉と関わりがありますか。（○はあてはまるものすべて） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉との関わりでは、「福祉のサービスを利用している」が6.5％と最も多く、次いで「福祉の

仕事をしている」が5.4％、「ボランティアをしている」が3.7％などとなっています。また、「特

に関わりはない」が79.2％となっています。 

 

 

■福祉への関心 

問 あなたは「福祉」に関心がありますか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉への関心では、「ある程度関心がある」が54.2％と最も多く、次いで「あまり関心がない」

が16.6％、「とても関心がある」が14.2％などとなっています。 

経年でみると、「とても関心がある」と「ある程度関心がある」を合わせた『関心がある』は、

平成27年の調査では73.9％ですが、令和６年の調査では68.4％に減少しています。 

福
祉
の
サ
ー

ビ
ス
を

利
用
し
て
い
る

福
祉
の
仕
事
を
し
て
い
る

ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
を
し
て
い
る

Ｎ
Ｐ
Ｏ
活
動
を
し
て
い
る

そ
の
他

特
に
関
わ
り
は
な
い

無
回
答

6.5 5.4 3.7 0.2 
4.2 

79.2 

1.7 
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
（n=974）

Ｒ６調査 (n=974)

Ｒ２調査 (n=964)

Ｈ27調査 (n=927)

14.2

13.9

16.3

54.2

58.5

57.6

16.6

13.4

16.7

2.7

1.8

1.8

11.1

11.5

5.6

1.2

0.9

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても関心がある ある程度関心がある あまり関心がない

全く関心がない わからない 無回答
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■福祉についての情報や知識の主な入手先 

問 あなたは、福祉についての情報や知識を主にどのように得ていますか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉についての情報や知識の主な入手先では、65歳未満では「インターネットやＳＮＳ」が

32.5％と最も多く、次いで「市・社協の広報」と「テレビ・ラジオ」が16.2％、「知り合いの人か

ら聞く」が14.2％などとなっています。65歳以上では「市・社協の広報」が33.2％と最も多く、

次いで「新聞・雑誌」が17.3％、「テレビ・ラジオ」が16.8％などとなっています。 

 

 

知
り
合
い
の
人
か
ら
聞
く

市
・
社
協
の
広
報

市
役
所
の
窓
口

テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ

新
聞
・
雑
誌

イ
ン
タ
ー

ネ
ッ

ト
や
Ｓ
Ｎ
Ｓ

福
祉
に
携
わ
る
専
門
職
か
ら
聞
く

そ
の
他

無
回
答

14.2 
16.2 

1.1 

16.2 

4.8 

32.5 

11.0 

4.0 
0.0 

12.7

33.2

2.7

16.8 17.3

7.1 7.3

1.5 1.5

0%

10%

20%

30%

40%
65歳未満（n=544）

65歳以上（n=410）
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■近所付き合いの考え方 

問 あなたの近所付き合いの考え方は、次のどれに近いですか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近所付き合いの考え方では、「近所付き合いはわずらわしいが、日常生活に便利なことが多い

ので必要である」が36.3％と最も多く、次いで「近所に住むもの同士が、親しく相談したり、助

け合ったりするのは当然である」が30.0％、「近所付き合いはわずらわしいことが多いのであま

りしたくない」が17.5％などとなっています。 

経年でみると、「近所に住むもの同士が、親しく相談したり、助け合ったりするのは当然であ

る」は、令和２年の調査では42.7％でしたが、コロナ禍を経て、市民意識の変化により令和６年

の調査では30.0％まで大幅に減少しています。 

 

■地域内の行事や自治会活動への参加・協力 

問 あなたは現在、地域内の行事や自治会活動に参加・協力していますか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域内の行事や自治会活動への参加・協力では、「よくしている」が10.2％、「ある程度してい

る」が46.7％、「ほとんどしていない」が26.1％、「全くしていない」が16.8％となっています。 

Ｒ６調査 (n=974)

Ｒ２調査 (n=964)

Ｈ27調査 (n=927)

Ｈ22調査 (n=829)

Ｈ17調査 (n=782)

30.0

42.7

46.7

51.7

57.2

36.3

34.5

33.4

32.9

27.5

17.5

10.0

8.8

8.2

7.2

7.7

4.6

2.3

2.1

2.4

7.6

6.3

5.7

3.1

4.6

0.9

1.9

3.0

1.9

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

近所に住むもの同士が、親しく相談したり、助け合ったりするのは当然である

近所付き合いはわずらわしいが、日常生活に便利なことが多いので必要である

近所付き合いはわずらわしいことが多いのであまりしたくない

近所付き合いはなくても困らないので、必要がない

わからない

無回答

よくしている

10.2%

ある程度している

46.7%
ほとんどしていない

26.1%

全くしていない

16.8%

無回答

0.2%

（n=974）
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■日々の生活で困っていること、悩みや不安を感じていること 

問 あなたやご家族が日々の生活で困っていること、悩みや不安を感じていることはあります

か。（○はあてはまるものすべて） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日々の生活で困っていること、悩みや不安を感じていることでは、「自分や家族の老後のこと」

が44.7％と最も多く、次いで「地震や火事、水害等の災害のこと」が36.4％、「自分や家族の健康

のこと」が35.9％などとなっています。 

経年でみると、大きな差はありませんでした。 

 

自分や家族の老後のこと

地震や火事、水害等の災害のこと

自分や家族の健康のこと

収入など経済的なこと

介護に関すること

子どもの教育や将来のこと

住宅のこと

地域の治安のこと

仕事のこと（就職・失業など）

家族の人間関係のこと

地域での人間関係のこと

職場での人間関係のこと

乳幼児の育児に関すること

その他

特にない

無回答

44.7 

36.4 

35.9 

24.6 

22.4 

15.5 

10.2 

7.4 

7.4 

4.6 

3.8 

3.6 

2.3 

1.0 

18.9 

1.2 

48.7

33.4

38.5

25.3

23.3

15.9

9.1

5.6

8.5

4.3

5.7

5.2

2.5

1.9

14.3

2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

Ｒ６調査(n=974)

Ｒ２調査(n=964)
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■地域生活の中での悩みや困りごとの相談先 

問 あなたが、地域生活の中での悩みや困りごとを相談できる先は誰（どこ）ですか。 

（○はあてはまるものすべて） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域生活の中での悩みや困りごとの相談先では、「配偶者や親などの親族」が65.8％と最も多

く、次いで「友人・知人」が47.7％、「市役所の関連窓口」が13.2％などとなっています。 

経年でみると、大きな差はありませんでした。 

 

配偶者や親などの親族

友人・知人

市役所の関連窓口

近所の人

地域包括支援センター

自治会

幼稚園・保育園、学校などの先生

社会福祉施設や子育て支援施設

社会福祉協議会

民生委員・児童委員

民間事業者

ＮＰＯなどの民間団体

その他

相談する人（場所）がない

相談したいと思わない

悩んだり、困ったりしていることはない

無回答

65.8 

47.7 

13.2 

12.8 

4.6 

3.4 

2.8 

2.7 

1.3 

1.0 

0.9 

0.7 

0.9 

5.1 

2.3 

6.3 

1.0 

69.1

49.0

14.7

15.1

6.5

3.3

4.3

2.4

2.4

2.7

1.0

0.8

2.3

3.7

2.7

4.4

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

Ｒ６調査(n=974)

Ｒ２調査(n=964)
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■助けが必要になったときに地域にしてほしい支援 

問 あなたや家族に助けが必要になったとき、地域にどのような支援をしてほしいと思います

か。（○はあてはまるものすべて） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助けが必要になったときに地域にしてほしい支援では、「安否確認の声かけ」が53.7％と最も

多く、次いで「災害時の避難の手助け」が43.5％、「ゴミ出し」が16.0％などとなっています。 

経年でみると、大きな差はありませんでした。 

 

安否確認の声かけ

災害時の避難の手助け

ゴミ出し

ちょっとした買い物

急病になったときの看病や世話

生活についての相談

通院や散歩などの外出支援

電球の取り換えなどの簡単な作業

介護を必要とする人の短時間の預かり

掃除や洗濯、料理などの家事の手伝い

趣味などの話し相手

子どもの短時間の預かり

その他

特にしてほしいことはない

無回答

53.7 

43.5 

16.0 

14.4 

10.4 

9.4 

9.2 

8.3 

7.3 

6.2 

5.9 

4.6 

1.3 

13.9 

2.9 

54.0

43.5

14.3

13.2

10.9

9.1

8.9

8.7

8.4

5.8

5.9

6.6

1.0

11.9

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

Ｒ６調査(n=974)

Ｒ２調査(n=964)
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■災害時や緊急時の連絡のとり方や避難の方法などについての誰かとの話し合い 

問 あなたは、災害時や緊急時の連絡のとり方や避難の方法などについて、誰と話し合ってい

ますか。（○はあてはまるものすべて） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害時や緊急時の連絡のとり方や避難の方法などについての誰かとの話し合いでは、「家族や

いっしょに住んでいる人と」が76.1％と最も多く、次いで「比較的近くに住む家族や親族と」が

17.7％、「自治会や自主防災組織など地域の組織と」が11.6％などとなっています。また、「特に

誰とも話し合っていない」が11.6％となっています。 

 

家
族
や
い
っ

し
ょ

に

住
ん
で
い
る
人
と

比
較
的
近
く
に
住
む

家
族
や
親
族
と

自
治
会
や
自
主
防
災
組
織
な
ど

地
域
の
組
織
と

隣
近
所
の
人
と

職
場
や
普
段
活
動
し
て
い
る

施
設
の
ス
タ
ッ

フ
な
ど
と

そ
の
他

特
に
誰
と
も
話
し
合
っ

て
い
な
い

無
回
答

76.1 

17.7 
11.6 9.7 9.2 

0.6 

11.6 

0.8 
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
（n=974）
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■地域における災害時の備えとして重要だと思うこと 

問 あなたの住む地域における災害時の備えとして、どのようなことが重要だと思いますか。 

（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「要支援者」はＲ２調査では「要援護者」 

 

地域における災害時の備えとして重要だと思うことでは、「日頃からのあいさつ、声かけや付

き合い」が63.7％と最も多く、次いで「地域での避難訓練」が40.1％、「地域における援助体制づ

くり」と「地域の要支援者の把握」が27.6％などとなっています。 

経年でみると、「地域の要支援者の把握」は令和２年の調査では17.9％ですが、令和６年の調査

では27.6％まで増加しています。 

 

 

日頃からのあいさつ、声かけや付き合い

危険個所の把握

地域での避難訓練

地域における援助体制づくり

地域の要支援者の把握

要支援者に対する避難支援体制の整備

地域行事への参加

災害対策の研修会

災害ボランティアの育成

その他

無回答

63.7 

40.1 

27.6 

27.6 

22.2 

11.7 

9.3 

2.1 

2.2 

58.2

48.1

39.3

22.6

17.9

21.2

9.5

8.8

1.6

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

Ｒ６調査(n=974)

Ｒ２調査(n=964)

Ｒ６調査はなし 

Ｒ２調査はなし 

Ｒ６調査はなし 
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■地域での支え合いへの参加 

問 日常生活をする上で困っている人、高齢者、障がい者、子育てなどに対する地域での支え

合いに参加したいと思いますか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域での支え合いへの参加では、「参加したい」が5.1％、「できれば参加したい」が37.4％、「参

加したくない」が14.0％、「わからない」が42.1％となっています。 

 

 

■ボランティア活動への参加 

問 あなたは、ボランティア活動に参加したことがありますか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

 

ボランティア活動への参加では、「ある」が37.4％、「ない」が62.4％となっています。 

経年でみると、大きな差はありませんでした。 

 

 

参加したい

5.1%

できれば参加したい

37.4%

参加したくない

14.0%

わからない

42.1%

無回答

1.4%

（n=974）

Ｒ６調査 (n=974)

Ｒ２調査 (n=964)

37.4

37.3

62.4

61.5

0.2

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 無回答
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■地域がより住みやすくなるために必要な活動 

問 あなたは、今後地域がより住みやすくなるためには、次のうち、どのような活動を行う必

要があると思いますか。（○は２つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域がより住みやすくなるために必要な活動では、「地域で高齢者、子どもや障がい者など支

援が必要な人を見守り、支援する体制をつくる」が31.6％と最も多く、次いで「高齢者や障がい

者が自由に外出できる移動手段のサービスを整備する」が24.3％、「参加しやすい活動やイベン

トを行い、地域に住む人の交流促進を行う」が23.3％などとなっています。 

経年でみると、大きな差はありませんでした。 

 

地域で高齢者、子どもや障がい者など支援が必要
な人を見守り、支援する体制をつくる

高齢者や障がい者が自由に外出できる
移動手段のサービスを整備する

参加しやすい活動やイベントを行い、
地域に住む人の交流促進を行う

幅広く相談できる相談窓口を充実
させる

健康づくり、介護予防に対する
取り組みを行う

高齢者や障がい者の社会参加、
生きがいづくりを支援する

地域活動やボランティア活動を担う
人材を育成する

ユニバーサルデザインを基調とした
まちづくりを行う

障がい者が自由に外出したり、社会参加ができる
ようなバリアフリーのまちづくり活動を行う

地域で行われている活動を知って
もらうためのＰＲ活動を行う

地域に住む人や活動する人が集まり、地域
について定期的に話し合う場を設ける

その他

特になし

無回答

31.6 

24.3 

23.3 

20.6 

15.4 

10.2 

10.1 

8.7 

7.1 

3.2 

2.3 

7.5 

2.8 

29.4

20.7

27.9

19.2

16.8

9.3

10.7

11.6

8.8

4.9

1.9

5.3

4.1

0% 10% 20% 30% 40%

Ｒ６調査(n=974)

Ｒ２調査(n=964)

Ｒ６調査はなし 

Ｒ２調査はなし 



 

28 

第
２
章 

 

■三島市社会福祉協議会の認知 

問 三島市社会福祉協議会は、誰もが安心して暮らせるまち・三島市を目指し、地域の住民の

方とともに地域福祉の推進を図る民間団体です。あなたは、三島市社会福祉協議会を知っ

ていますか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三島市社会福祉協議会の認知では、「所在地を含めて、よく知っている」が14.0％、「なんとな

く知っている」が24.0％、「名前は聞いたことがある」が35.6％、「知らない」が24.5％となって

います。 

 

所在地を含めて、

よく知っている

14.0%

なんとなく知っている

24.0%

名前は聞いたことがある

35.6%

知らない

24.5%

無回答

1.8%

（n=974）
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７ 課題の整理 

（１）国の動向、社会的動向 

 

◼ 全国的に少子超高齢社会の進行と人口減少が止まらず、様々な分野で人材の確保や育成が課

題に挙げられています。地域活動の担い手などについても、高齢化や人材不足が課題とされ

ています。コロナ禍もあり、地域のつながりの希薄化も課題です。 

◼ 地域が抱える課題では、生活困窮、ＤＶ、虐待、子どもの貧困、単独世帯の増加など、様々

な分野の課題が絡み合って「複雑化」し、また、個人や世帯において複数の分野にまたがる

課題を抱えるなど「複合化」しています。 

◼ 少子超高齢社会や人口減少､地域のつながりの希薄化等の社会情勢を踏まえ､国は国民の安

心した生活を支える新しいビジョンとして｢地域共生社会｣を掲げました。 

◼ 地域共生社会の実現を掲げた後には、平成30年４月施行の改正「社会福祉法」をはじめ、生

活困窮者自立支援制度、子どもの貧困対策の推進に関する法律、孤独・孤立対策推進法、困

難な問題を抱える女性への支援に関する法律、ＬＧＢＴ理解増進法、こども基本法、認知症

基本法等、地域の課題を克服するために多くの法律が施行されました。 

◼ 令和３年４月に施行された「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法

律」において、地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズ

に対応する観点から、市町村の包括的な支援体制の構築の支援が明記されました。 

◼ 平成28年５月に「成年後見制度の利用の促進に関する法律」が施行され、令和４年３月には

「第二期成年後見制度利用促進基本計画」が閣議決定されました。 

◼ 平成28年12月に「再犯の防止等の推進に関する法律（再犯防止推進法）」が施行され、再犯

防止策を総合的・計画的に推進してきました。令和５年３月には「第二次再犯防止推進計画」

が閣議決定され、これまでの取組を検証して必要な改善を図るとともに、取組の充実を図っ

ています。 

◼ 令和７年５月に公表された国の「地域共生社会の在り方検討会議」の中間とりまとめでは、

「地域共生社会」のさらなる推進、身寄りのない高齢者等への対応、成年後見制度等の権利

擁護支援策の充実、社会福祉法人・社会福祉連携推進法人の「地域共生社会」の担い手とし

ての在り方、社会福祉における災害への対応等を掲げ、地域福祉を取り巻く環境の変容への

対応を進めています。 
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（２）統計資料からみえる現状 

 

◼ 本市の人口は減少しており、18歳未満人口の推移は、平成７年以降減少しています。本市の

子どものいる世帯の推移は、18歳未満の子どもがいる世帯、６歳未満の子どもがいる世帯の

いずれも、減少しています。 

◼ 世帯数は増加しており、中でも単独世帯の増加率が高くなっています。その他の世帯は減少

傾向にあり、１世帯当たりの人員は減少しています。 

◼ 本市の高齢化率は上昇傾向にあります。高齢夫婦世帯（夫が65歳以上、妻が60歳以上の世帯）

及び高齢単身世帯は年々増加し、令和２年で高齢夫婦世帯は6,168世帯、高齢単身世帯は

5,390世帯となっています。 

◼ 本市の要支援・要介護認定者数、認定率はともに、高齢者の増加に伴い増加傾向で推移して

います。 

◼ 身体障害者手帳交付者は減少傾向である一方、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳交付者は

増加傾向となっています。 

◼ こども家庭センターと発達支援センターへの相談件数は増加しています。 
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（３）市民アンケート調査結果からみえる課題 

 

◼ 福祉との関わりについてでは、「特に関わりはない」が79.2％となっており、福祉に関心を

もっていない人への情報発信が重要です。 

◼ 福祉についての情報や知識の主な入手先についてでは、主な傾向は変わりませんが、65歳未

満では主にインターネットやＳＮＳ、65歳以上は主に広報と、年代によって情報の取得方法

が変化してきているため、様々な媒体を使用した情報発信が必要です。 

◼ 近所付き合いの考え方では、「近所付き合いはわずらわしいが、日常生活に便利なことが多

いので必要である」が36.3％と横ばいです。「近所に住むもの同士が、親しく相談したり、

助け合ったりするのは当然である」は、30.0％と新型コロナウイルス感染症もあり、急激に

減少しています。若年層において意識の差があるため、若年層を中心に地域住民同士のつな

がりを強化していく必要があります。 

◼ 地域生活の中での悩みや困りごとの相談先では、「配偶者や親などの親族」が65.8％と最も

多く、次いで「友人・知人」が47.7％となっており、親しい関係の人が多く、市役所の関連

窓口などは少なくなっています。災害時や緊急時の連絡でも家族が最も多くなっています。 

◼ 地域における災害時の備えとして重要だと思うことでは、「日頃からのあいさつ、声かけや

付き合い」が63.7％と最も多く、次いで「地域での避難訓練」が40.1％、「地域における援

助体制づくり」と「地域の要支援者の把握」が27.6％などとなっています。 

経年でみると、「地域の要支援者の把握」は令和２年の調査では17.9％ですが、令和６年の

調査では27.6％まで増加しています。引き続き災害時の備えに対しての体制強化や情報提供

が重要です。 

◼ 地域内の行事や自治会活動へ全く参加しない人が16.8％、ほとんどしていない人が26.1％と

参加していない人が約４割います。理由は忙しくて時間がない、声がかからない等が主な理

由です。情報発信を行い、参加者を増やすことが重要です。 

◼ 地域での支え合いへの参加では、「参加したい」が5.1％、「できれば参加したい」が37.4％、

「参加したくない」が14.0％、「わからない」が42.1％となっています。わからない人が約

４割いるため、情報発信を行い、参加者を増やしていく必要があります。 

◼ ボランティア活動への参加では、「ある」が37.4％、「ない」が62.4％となっています。 

経年でみると、大きな差はありませんでした。参加経験がない理由は、「機会がない」が多

く、時間や内容などが合えば参加する意向がある人はいます。参加できる頻度については、

年に数回であれば約５割の人が参加する意向を示しました。 
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（４）福祉関係団体からの意見・提案 

 

◼ 人材の高齢化、後継者の育成、若い世代の加入等、人材の確保や育成が課題です。 

◼ 活動を継続するための経済的支援や団体ＰＲ、活動場所の確保等の支援が求められています。 

◼ 福祉関係団体と教育機関との交流、福祉関係団体同士の交流が少ないため、交流を増やし連

携を推進することが必要です。 

◼ 行政や社会福祉協議会と連携した問題解決を求めています。 

 

 

（５）民生委員・児童委員からの意見・提案 

 

◼ 高齢化やコロナ禍で自治会活動や地域行事の参加者が減少しており、人材確保が課題です。 

◼ 地域の祭りやしゃぎり、運動会、防災訓練、清掃などを通してつながりを感じるケースが多

くありましたが、高齢化やコロナ禍で行事が減少したことにより集まりが減り、地域でつな

がる機会が減少しています。 

◼ マンションやアパートの集合住宅の住民や学生、単身者とのつながりを持つことが難しいと

いった課題があります。 

◼ 教育機関をはじめとした関係団体との連携推進を求めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民生委員とは、地域に暮らす皆さんが安心して生活できるよう、福祉の立場から

サポートするボランティアの相談員です。厚生労働大臣から委嘱され、地域の身近

な相談役として活動しています。 

「最近体調が悪くて一人では不安…」「高齢の親の介護について相談したい」「子育

てや生活に悩みがある」など、ちょっとした困りごとから深刻な悩みまで、親身に

なってお話を伺い、必要に応じて行政や関係機関につなげます。 

また、児童福祉に関する専門的な役割も担っており、「児童委員」として子ども

や子育て世代の支援も行っています。 

【民生委員・児童委員を知っていますか？】 

【コ ラ ム】 
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（６）第４次計画の総括 

①取組状況の評価・今後の方向性 

「第４次三島市地域福祉計画」のすべての施策について、担当課で取組状況の評価と今後の方向

性を確認しました。 

取組状況の評価は、全施策数132件のうち「Ａ：想定以上の成果」が48件で全体の36.4％となり、

「Ｂ：想定通りの成果」が77件で58.3％、「Ｃ：想定を下回る成果」が７件で5.3％となっています。 

今後の方向性は、全施策数132件のうち「継続」が109件で全体の82.6％となり、「拡大」が13件で

9.8％、「縮小」が２件で1.5％、「修正」が５件で3.8％、「休止」が１件で0.8％、「廃止」が２件で

1.5％となっています。 

 

基本目標  

取組状況の評価 今後の方向性 

合計 Ａ Ｂ Ｃ 合計 継続 拡大 縮小 修正 休止 廃止 

１ 地域福祉 
づくりへの 
主体的な 
市民参加 

件 56 19 36 1 56 45 7 2 2 0 0 

％ 100.0 33.9 64.3 1.8 100.0 80.4 12.5 3.6 3.6 0.0 0.0 

２ 地域における 
活発な福祉 
ネットワーク 
の構築 

件 43 20 20 3 43 40 1 0 1 0 1 

％ 100.0 46.5 46.5 7.0 100.0 93.0 2.3 0.0 2.3 0.0 2.3 

３ 総合的で 
包括的な 
支援体制の 
整備 

件 33 9 21 3 33 24 5 0 2 1 1 

％ 100.0 27.3 63.6 9.1 100.0 72.7 15.2 0.0 6.1 3.0 3.0 

合計 

件 132 48 77 7 132 109 13 2 5 1 2 

％ 100.0 36.4 58.3 5.3 100.0 82.6 9.8 1.5 3.8 0.8 1.5 

 

【取組状況】 

  

 

 

 

 

 

【今後の方向性】 

 

 

 

 

 

N=132 36.4 58.3 5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ａ：想定以上の成果 Ｂ：想定通りの成果

Ｃ：想定を下回る成果

N=132 82.6 9.8 1.5 3.8

0.8

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

継続 拡大 縮小 修正 休止 廃止
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②主な取組・主な課題 

基本目標１ 地域福祉づくりへの主体的な市民参加 

 

基本方針１ スマート市役所における福祉情報提供の推進 

◼ 市のホームページや広報紙、ＳＮＳなど多様な媒体を活用し、給付金や手当の案内、制度の

案内、サービスの情報提供等を実施してきましたが、一部の市民にしか届いていないことが

課題です。 

 

基本方針２ 地域福祉への理解と関心を深める取組の推進 

◼ 障がい者への理解促進や人権教育、虐待防止地域連絡会、認知症サポーター養成講座の開催

等に取り組みました。より一層の福祉情報の拡散や新たな参加者を確保していくために地域

や関係各所の連携強化を進めていく必要があります。 

 

基本方針３ 地域活動やボランティア活動への支援 

◼ 地域活動やボランティア活動を活性化するために、補助金の交付や産官民協働で行うイベン

トを実施しました。老朽化に伴う地区集会所の修繕費用等の予算確保や各団体の担い手不足

が課題です。 

 

基本方針４ 住民の生きがいづくりと健康づくりの促進 

◼ 健康講座、ボランティア育成講座の開催、介護予防体操「みしまるっと体操」の普及、高齢

者の就労機会の提供などを通して生きがいや健康づくりを推進してきました。課題として、

コロナ禍以降、地域の活動が縮小しており、活動の復旧や拡大に取り組む必要があります。 

 

基本目標２ 地域における活発な福祉ネットワークの構築 

 

基本方針１ つなげる機会づくりと人材発掘・育成支援の拡充 

◼ 地域の内外で情報共有できる場の創出や仕組みづくりができる人材の確保、地域活動団体や

関係機関が横断的に情報を共有できる環境の整備、子育て家庭や子ども、高齢者、障がい者

など年齢や心身の状態に合わせた各種事業を展開し、関係機関が情報共有を行いながら、連

携強化と課題解決を進めてきました。今後はより一層の情報共有や連携の強化、人材確保の

検討を行い、円滑な協働・連携を図る必要があります。 

 

基本方針２ 支え合いと見守りによる安全・安心な地域づくりの推進 

◼ 安全・安心な地域づくりのため、各種養成講座の開催、民生委員・児童委員の研修や活動の

周知、子どもや高齢者、障がい者等の見守りのネットワークの強化を図ってきました。課題

としては、各種養成講座の受講者数の伸び悩み、会員の高齢化など人材の確保が挙げられま

す。引き続き周知を行い、人材の確保に取り組む必要があります。 
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基本方針３ 災害等に備えた地域体制づくりの推進 

◼ 福祉避難所協定の締結、個別避難計画の策定、自主防災組織の育成や各種講座による防災意

識の醸成、感染症対策等を推進してきました。課題として、個別避難計画策定数の増加や福

祉避難所の確保があり、災害時に対応できる地域体制をさらに推進していくことが重要です。 

 

基本方針４ 犯罪や交通事故から住民を守る活動の推進 

◼ 多様な媒体による防犯の情報発信や教育機関と連携した防犯教室・交通安全教室の実施、ボ

ランティアによる児童の安全確保など、犯罪や交通事故から住民を守る活動の推進に取り組

んできました。課題として、見守り活動の新たな担い手の確保、法改正による自転車乗車時

のヘルメット着用の努力義務化の周知啓発が挙げられます。また、市民の防犯や交通安全に

対する意識の向上を図る必要があります。 

 

基本目標３ 総合的で包括的な支援体制の整備 

 

基本方針１ 連携強化による総合的かつ包括的な相談支援体制の充実 

◼ 子どもや高齢者、障がい者、外国籍の方など、様々な市民が抱える多様な課題に対して包括

的に対応できるように、体制づくりや公的相談窓口の充実を図りました。成年後見制度利用

促進に関しては三島市社会福祉協議会に成年後見支援センターの運営を委託し、広報・相談・

成年後見制度利用促進・後見人支援などを実施しました。課題としては、包括的な支援に向

けた体制づくりに係る推進体制整備、対応する人材確保、関係機関との連携強化、各事業の

周知啓発を推進する必要があります。 

 

基本方針２ 安心して暮らせる生活環境の整備 

◼ 公営住宅の長寿命化や公共施設のバリアフリー化、自主運行バスの運行による移動支援を行

いました。今後も誰もが安心して暮らせるまちづくりを推進することが重要です。 
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（７）まとめ 

本市を取り巻く状況や市民アンケート調査、第４次計画の評価等を基に、地域共生社会の実

現に向け、「人づくり」「地域づくり」「仕組みづくり」の三つの視点から課題を整理します。 

①人づくりに関する課題 

◼ 少子超高齢社会が進行し、若い世代の人口が減少している一方で、高齢夫婦世帯や高齢単身

世帯が増加しており、支え合う人材の確保と育成が求められています。 

◼ 福祉に「関心がある」と答えた市民は約７割に上りますが、福祉との「関わりがない」と答

えた人が約８割となっており、関心と実際の行動との間に乖離があります。 

◼ 福祉教育の場として「学校教育の中で学ぶ」ことが重視されており、子どもや若者の段階か

ら福祉意識を育てる仕組みや、教育機関と福祉関係団体との連携強化が求められています。 

◼ 地域活動やボランティアへの参加意欲は一定程度あるものの、実際の参加率は低調であり、

新しい担い手の発掘と育成、情報発信が課題です。 

②地域づくりに関する課題 

◼ 世帯構成の変化により、単独世帯や小規模世帯が増加し、地域でのつながりが弱まりつつあ

ります。近所付き合いについて「近所に住むもの同士が、親しく相談したり、助け合ったり

するのは当然である」と回答した人が３割と４年前と比較し大幅に減少しており、互助の基

盤が弱体化していることがわかります。 

◼ 三島市の人口は減少しており、地域コミュニティの持続性に課題があります。 

◼ 地域行事や自治会活動への参加については「全くしていない」「ほとんどしていない」と回

答した人が４割近くを占め、地域活動の担い手不足と住民参加の低下が進んでいます。 

◼ 災害時の備えとして「あいさつ・声かけ」「避難訓練」「要支援者の把握」など日常の関わり

や地域体制づくりを重視する声が高まっています。特に「要支援者の把握」を求める割合は

増加傾向にあり、防災・防犯体制における地域住民の関わりに課題があります。 

◼ 地域で高齢者や障がい者、子どもの見守りを支援する体制づくりや移動手段の整備、交流促

進が求められており、地域共生社会の基盤強化が必要です。 

③仕組みづくりに関する課題 

◼ 高齢化に伴い要介護・要支援認定者が増加しており、相談支援や福祉サービスの充実が急務

です。 

◼ 生活保護世帯は緩やかに増加しているとともに、経済的困窮で「三島市生活支援センター」

の相談件数はコロナ禍をピークに現在は横ばいで推移しており、生活困窮者や弱者を支える

仕組みの継続的な支援が必要です。 

◼ 地域生活の中での悩みや困りごとの相談先は「配偶者や親などの親族」、「友人・知人」が中

心であり、公的機関への相談は低調となっています。市役所や地域包括支援センターなどで

実施している相談体制の認知度向上が課題です。 

◼ 地域での支え合いに「参加したい」、「できれば参加したい」と回答した人は４割を超える一

方、「わからない」と回答した人も約４割となっており、住民が参加しやすい仕組みを設け

ることが必要です。 
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地域のつながりを深め共に支えあい、 

安全で安心して暮らせるウェルビーイングなまち・三島 

第３章 計画の方向性 

１ 基本理念 

本市では、令和３年度から７年度までの５か年を計画期間とする「第４次三島市地域福祉計画・

第４次三島市地域福祉活動計画」において、基本理念を「人と人、人と地域が福祉でつながり地域

力の発展へとつなげていくまち」と定め、地域共生社会の実現に向けて各施策を推進してきました。

この期間は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、経済活動の制限、外出の自粛、自宅で

のリモートワーク、学校の休校など、市民の生活や生活様式に様々な影響が出ました。 

この影響により地域福祉の推進においても、市民の交流の制限や地域活動の制限、ボランティア

活動の縮小・休止などがあり、市民の地域のつながりに関する考え方に変化がみられ、今まで活動

していた担い手が活動から遠のくなどの課題が顕在化してきました。 

それらの課題に加え、地域共生社会のさらなる展開、身寄りのない高齢者への支援、成年後見制

度の利用促進、困難な問題を抱えている人への包括的な支援など、新しい地域福祉の課題への対応

も必要になっています。 

このような地域福祉の課題を克服していくためには、市民と関係機関、行政等の連携を深め、地

域活動を活性化し、「地域共生社会の実現」を目指していくことが重要です。また、誰一人取り残さ

ずに、住民一人ひとりが心身ともに健康で、社会的に良好な状態にあるだけでなく、生きがいや人

生の意義を感じ、将来にわたる持続的な幸福を実感できるようなまちを目指します。 

以上のことから、「地域のつながりを深め共に支えあい、安全で安心して暮らせるウェルビーイ

ングなまち・三島」を、本計画における基本理念として新たに掲げるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基 本 理 念 
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２ 基本目標 

第２章の課題の整理を基に、本計画の基本理念を実現するための３つの基本目標を掲げます。 

 

 

 

 

 

市民、自治会・町内会、ボランティア・ＮＰＯ、福祉サービス事業者等の地域の

多様な主体に対して、地域共生の理解促進と意識醸成を図るとともに、福祉人材の

確保・育成等を推進します。 

 

 

 

 

 

 

地域活動やボランティア活動の推進により、地域のつながりを深め、災害等にお

いても強い地域づくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

地域のつながりを育み、社会的孤立など制度の狭間の課題にも対応し、支援して

いくため、関係機関の協働による包括的な支援体制の拡充や権利擁護の推進など、

福祉の基盤づくりに向けた取組を推進します。 

 

 

 

 

基本目標１ 

基本目標２ 

基本目標３ 

必要な支援があまねく行き届き、 

安心して暮らせる仕組みづくり 

支え合い、助け合う意識の醸成と人づくり 

つながりと寄り添いをはぐくむ地域づくり 
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３ 施策の体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）福祉制度やサービスの周知

（２）多様な手段を活用した情報提供の充実

（３）情報アクセシビリティの向上

（１）教育機関と連携した福祉教育の推進

（２）福祉人材の確保と養成の推進

（１）地域を支えるネットワークの構築

（２）市民と取り組む活動への支援

（３）地域で取り組まれている活動への支援

（１）地域でつながる機会の創出

（２）生きがいや社会参加の支援

（３）地域で行う健康づくり

（１）災害時の助け合いの仕組みの強化・充実

（２）地域の安全確保と見守りの推進

（３）ユニバーサルデザインの推進

（４）再犯防止に向けた体制づくり

（１）分野横断の相談支援体制の強化

（２）地域と連携した情報共有体制の推進

（３）困難な問題を抱える人への支援の推進

（４）重層的支援体制の整備

（１）成年後見制度の利用促進

（２）差別や偏見の解消と暴力・虐待の防止

≪基本理念≫ ≪基本目標≫ ≪基本方針≫ ≪施策≫

１　地域共生の意識づくり

地
域
の
つ
な
が
り
を
深
め
共
に
支
え
あ
い
、
安
全
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ウ
ェ
ル
ビ
ー
イ
ン
グ
な
ま
ち
・
三
島

 基本目標１

 支え合い、
 助け合う意識の
 醸成と人づくり

 基本目標２

 つながりと
 寄り添いを
 はぐくむ
 地域づくり

 基本目標３

 必要な支援が
 あまねく行き届き、
 安心して暮らせる
 仕組みづくり

１　地域で支える支援体制の拡充

２　地域共生の人づくり

２　誰もが参加できる活動支援

３　安全・安心な地域体制づくり
　　の推進

１　包括的な支援体制の拡充

２　権利擁護の推進
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４ 指標の設定 

計画の達成状況を把握するため、基本目標ごとに以下の指標を設定します。 

 

基本目標１ 支え合い、助け合う意識の醸成と人づくり 

 

指標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和12年度） 

福祉に関心がある市民の割合 68.4％ 75.0％ 

問題を抱えている人たちから助けを求められたときに対応

したいと思う市民の割合 
70.2％ 75.0％ 

 

基本目標２ つながりと寄り添いをはぐくむ地域づくり 

 

指標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和12年度） 

近所に助け合うことができる人がいる市民の割合 80.2％ 90.0％ 

地域内の行事や自治会活動に参加・協力している市民の 

割合 
56.9％ 60.0％ 

避難行動要支援者の個別避難計画策定件数 1,002件 1,300件 

 

基本目標３ 必要な支援があまねく行き届き、安心して暮らせる仕組みづくり 

 

指標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和12年度） 

地域生活の中での悩みや困りごとを相談できる先として、

地域の組織や機関へ相談する市民の割合 
19.6％ 25.0％ 

成年後見制度の認知度 79.1％ 85.0％ 
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第４章 地域福祉計画における施策の取組 

基本目標１ 支え合い、助け合う意識の醸成と人づくり 
 

 

 

 

 

基本方針１ 地域共生の意識づくり 

地域で支え合い、助け合う「地域共生社会」の実現にあたっては、市民の福祉への関心を高め、

地域共生に関する意識を高めていくことが重要です。人口減少社会に直面し、単独世帯の増加、

コロナ禍を経て市民意識の変化など、従来とは異なる環境の変化が起きています。 

市民アンケート調査結果における福祉への関心度は「とても関心がある」と「ある程度関心が

ある」を合わせた『関心がある』が68.4％と多くなっていますが、「あまり関心がない」と「全く

関心がない」を合わせた『関心がない』が19.3％と一定程度存在することから、福祉に関する意

識を高めることが必要であることがわかります。 

年齢や心身の状態、障がいの有無、国籍等に関わらず、すべての市民に福祉情報がいきわたる

ように、多様な媒体を積極的に活用し地域共生の意識づくりに取り組みます。 

 

（１）福祉制度やサービスの周知 

◼ 市民、自治会、福祉に携わる人や団体など、誰もが必要な福祉制度や福祉サービスを利用で

きるよう、ホームページや市広報紙等を通じて積極的に情報発信を行います。 

◼ 認知症の人やその家族などを地域で支える支援体制の強化を図るため、新しい認知症観の普

及啓発を行います。 

 

（２）多様な手段を活用した情報提供の充実 

◼ 市広報紙やコミュニティＦＭ放送、ＣＡＴＶ、ホームページに加え、ＬＩＮＥ、Ｘ（旧Twitter）、

Facebook、YouTube等のＳＮＳなど、多様な媒体を活用した情報提供の充実に努めます。 

◼ オンラインでの相談対応や情報セキュリティ教育の普及啓発など、安心して必要な情報にア

クセスできる環境の整備に努めます。 

 

（３）情報のアクセシビリティの向上 

◼ 言語の違いや障がいの状況、高齢者や子どもに配慮した情報提供を行うため、引き続き年齢

や多言語に配慮したホームページの作成、広報紙の音声化などに取り組みます。 
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基本方針２ 地域共生の人づくり 

地域には年齢、障がいの有無、国籍等立場の異なる様々な人が暮らしています。子どもの頃か

ら家族以外の多様な人々と触れ合い、個性や多様性を尊重し、豊かな人間性を育むことは、地域

共生を形成する上で重要なことです。 

すべての年代で福祉教育を推進するために、教育する場所と機会の確保を行うとともに、地域

づくりを担う人材の育成や確保に努めていく必要があります。 

学童期は教育機関での福祉教育、思春期以降は市が社会福祉協議会などと連携し、福祉教育の

提供や人材育成を通じて、地域共生の人づくりを推進します。 

 

（１）教育機関と連携した福祉教育の推進 

◼ 学校での福祉教育や体験教室を通じて、福祉や人権、障がい者、認知症への理解促進等を進

め、福祉に対する意識の醸成や福祉を学ぶ機会の提供に取り組みます。 

 

（２）福祉人材の確保と養成の推進 

◼ 認知症サポーター養成講座やゲートキーパー養成講座、ファミリー・サポート・センターま

かせて会員養成講習会などを通じて、新たな人材育成を進めるほか、地域づくりを担う人材

の発掘、ボランティアを必要とする団体とボランティアを行いたい人をマッチングさせるな

ど、人材の確保と育成に取り組みます。 
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基本目標２ つながりと寄り添いをはぐくむ地域づくり 
 

 

 

 

 

基本方針１ 地域で支える支援体制の拡充 

地域共生社会の実現にあたっては、個人と地域で活動している団体が相互に連携し、個人が地

域を、地域が個人を互いに支えることが重要です。 

市民アンケート調査結果における地域にしてほしい支援では、「安否確認の声かけ」が53.7％、

「災害時の避難の手助け」が43.5％と多くなっており、地域の手助けや関わりを必要としている

ことがわかります。 

三島市社会福祉協議会や民生委員・児童委員を中心とした地域を支える団体、自治会と連携し、

取り組んでいる事業の周知啓発や情報共有等に、より一層取り組み、誰一人取り残さない社会・

地域の実現に向けて取り組みます。 

 

（１）地域を支えるネットワークの構築 

◼ 「第５次三島市地域福祉活動計画」に基づく事業を三島市社会福祉協議会と共に進め、福祉

に関わる多様な活動とのさらなる連携を推進します。 

◼ 地域の身近な相談役である民生委員・児童委員が、住民の相談に適切に対応し支援につなげ

られるよう、研修や活動面での支援を充実させます。 

 

（２）市民と取り組む活動への支援 

◼ 地域と市民のつながりを深めるために、産官民の協働での市民が望むイベントの実施、敬老

大会を実施する自治会への補助など、地域活動が活発になるための支援に取り組みます。 

 

（３）地域で取り組まれている活動への支援 

◼ 社会福祉協議会、自治会・町内会、民生委員・児童委員、ボランティア・ＮＰＯ、地域活動

団体等の活動の活性化を図るために、団体への補助や助成、情報発信など、各種支援に取り

組みます。 

◼ 地域の居場所やサロンなど、居場所づくりを通じて孤立を防ぎ、地域交流を通じて地域の一

体感を育み、多様な人々が情報交換できる取組を支援します。 
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基本方針２ 誰もが参加できる活動支援 

地域福祉の推進や地域共生社会の実現には、市民が主体的に地域福祉に関わり、地域活動に参

加することが重要です。 

市民アンケート調査結果における地域内の行事や自治会活動への参加・協力については「よく

している」と「ある程度している」を合わせた『参加・協力している』が56.9％と多くなってい

ますが、「ほとんどしていない」と「全くしていない」を合わせた『参加・協力していない』が

42.9％となっていることから、地域活動を周知啓発し、地域活動に参加・協力する人を増やして

いく必要があることがわかります。 

地域での活動を活性化させるために、きっかけづくり、交流する機会づくり、健康づくりを進

め、誰もが地域での活動に参加しやすくなるような支援を行います。 

 

（１）地域でつながる機会の創出 

◼ 高齢者や子育て世帯など誰もが地域で交流できる場を設け、世代や国籍を超えて地域の人々

とのつながり、コミュニティの形成を強化していくためのつながる機会を創出します。 

 

（２）生きがいや社会参加の支援 

◼ 高齢者をはじめ誰もが身近な場所で仲間と交流できるよう、学校の余裕教室等を活用した生

きがい教室事業や、スマートフォン等の活用を学ぶ高齢者ＳＮＳ交流事業の実施、シルバー

人材センター事業を支援し、社会参加の場を広げます。 

◼ 多様な生涯学習事業を展開し、市民が自主的に学び合い、地域での活動につなげます。 

◼ 高齢者の外出を支援するとともに、交通空白地域を補う自主運行バスの運行形態の見直しや

新たな地域交通の確保など、多様なニーズに対応した地域公共交通の維持に努めます。 

 

（３）地域で行う健康づくり 

◼ 保健委員との健康づくり活動や出前健康講座、地域介護予防活動支援事業を通じて、健康に

関する啓発や介護予防体操など、住民主体の健康づくり活動を推進します。 

◼ 地域リハビリテーション活動支援事業により、リハビリテーション専門職が地域の通いの場

や会議に関与し、効果的な介護予防と継続的な支援体制を強化します。 

◼ 学校体育施設の開放や各種スポーツ大会の支援により、子どもから高齢者まで誰もが楽しみ

ながら健康づくりに取り組める環境を提供します。 
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基本方針３ 安全・安心な地域体制づくりの推進 

安心して住み慣れた自宅や地域での生活を続けるためには、多発する自然災害や交通事故など

に対する日頃からの備えや対策、支援体制の強化が必要です。 

市民アンケート調査結果における災害時の備えとして重要だと思うことは、「日頃からのあい

さつ、声かけや付き合い」が63.7％、「地域での避難訓練」が40.1％、「地域における援助体制づ

くり」が27.6％と、前回の調査（Ｒ２調査）よりも上昇しており、市民の災害時の備えに対する

意識は向上していることがわかります。今後も意識醸成を推進していくことが重要です。 

防災の知識や災害への備え、防犯に対する周知啓発、地域の交通安全の推進、再犯防止に向け

た取組などを行い、安全・安心な地域づくりの推進に取り組みます。 

 

（１）災害時の助け合いの仕組みの強化・充実 

◼ 障がい者や高齢単身世帯などの避難行動要支援者の避難支援や福祉避難所の確保に行政と

地域が連携して取り組み、平常時から情報共有と支援体制を整え、災害時に迅速で的確な対

応ができるよう取組を推進します。 

◼ 自主防災組織への補助金の交付や研修会の実施を通じて、地域の防災力を高め、住民が助け

合う共助の体制づくりを支援していきます。 

◼ 緊急時のメール、ＳＮＳ等による情報提供や、防災講演会・体験型講座の開催により、市民

の防災意識を高め、安心して避難できる仕組みを強化します。 

 

（２）地域の安全確保と見守りの推進 

◼ 認知症高齢者等見守り登録事業や高齢者等見守りネットワークに関する協定、一人暮らし高

齢者等給食サービス事業などを通じて、高齢者の見守り体制を強化し、早期発見と支援につ

なげます。 

◼ 子どもの安全で安心な暮らしを守るため、子ども配食支援事業や要保護児童対策地域協議会

の開催、防犯教室や不審者対応訓練、地域における防犯活動などを通じた環境づくりの推進

に取り組みます。 

◼ 防犯灯の設置や維持管理、青少年への声掛け運動、交通安全教育、高齢者の運転免許返納支

援を進めることで、防犯・交通面での安全を確保し、地域全体で犯罪や事故を未然に防止す

る取組を展開します。 

 

（３）ユニバーサルデザインの推進 

◼ 小中学校のスロープ設置やトイレ改修、バリアフリートイレの整備を進め、誰もが利用しや

すい教育環境・避難環境の整備を進めます。 

◼ 公営住宅改善や幹線道路の無電柱化、道路のバリアフリー化を推進し、高齢者や障がい者を

含めた誰もが安心して暮らせるまちづくりを推進します。 
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（４）再犯防止に向けた体制づくり《三島市再犯防止推進計画》 

◼ 「三島市再犯防止推進計画」では、国や県、関係団体等と連携して、犯罪をした者等が社会

から取り残されることなく、円滑に社会復帰し地域社会の一員となる「地域共生社会」の実

現を推進することで、再犯を防止し、市民が安全で安心して暮らせる地域社会の実現を目的

とします。なお、再犯防止の施策を実施する際には、犯罪被害者やその家族の心情等に配慮

し、取り組みます。 

◼ 「社会を明るくする運動」を推進し、市民へ周知啓発を行います。再犯防止や更生保護への

理解促進を図ることで、安全で安心な地域社会の実現を目指します。 

◼ 保護司や更生保護女性会など犯罪をした人の社会復帰を支援する更生保護ボランティアの

活動を支援するとともに連携に努めます。 

◼ 保護司会活動や更生保護サポートセンター運営、保護観察対象者との面接場所として、三島

市社会福祉会館や公民館等の施設を提供し、その活動を支援します。 

 

 

 

 

◼  

◼  

◼  

◼  

◼  

 

◼  

◼  

 

 

◼  

◼  

◼  

 

保護司は、犯罪や非行をした人の立ち直りを地域で支えるボランティアです。 

保護観察官と協働して保護観察に当たるほか、刑事施設や少年院から地域社会に

戻ってきたとき、スムーズに社会復帰を果たすことができるよう、住居や就業先な

どの帰住環境の調整や、地域の方々に立ち直り支援への理解と協力を求める犯罪予

防活動を行っています。 

【保護司とは】 

更生保護女性会は、地域の犯罪予防や青少年の健全育成、犯罪や非行をした人の

改善更生に協力する女性のボランティア団体です。 

【更生保護女性会とは】 

 

【三島警察署管内における初犯者数・再犯者数の推移】 

法務省矯正局提供資料をもとに三島市作成 

（人） （％）

令和２年
（2020）

令和３年
（2021）

令和４年
（2022）

令和５年
（2023）

令和６年
（2024）

76 112 126 126 94

91
125 132 129

85

167

237 258 255

179

45.5 47.3 48.8 49.4
52.5
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60.0

0
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100
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再
犯
者
率

人
員

再犯者 初犯者 再犯者率

【コ ラ ム】 
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基本目標３ 必要な支援があまねく行き届き、安心して暮らせる仕組みづくり 
 

 

 

 

 

基本方針１ 包括的な支援体制の拡充 

地域に暮らす誰もが安心して生活を続けていくためには、高齢者、障がい者、子育て世帯、生

活困窮者など、多様な人々が抱える課題に対して、切れ目なく必要な支援が行き届く体制が必要

です。 

市民アンケート調査結果における地域生活の中での悩みや困りごとの相談先では、「配偶者や

親などの親族」や「友人・知人」が多く、「市役所の関連窓口」や「社会福祉協議会」、「地域包括

支援センター」等は少ない状況です。地域の身近にある相談場所としての認知等を推進する必要

があります。 

本市では、多機関に関係する生活課題、福祉課題などに対応するために包括的な相談支援体制

の整備を図ってきました。より複雑化、複合化してきている課題へ対応するために、多様な主体

との連携を深め、包括的な支援体制の強化に取り組みます。 

 

（１）分野横断の相談支援体制の強化 

◼ 妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援や健康・発達・虐待・ＤＶなど幅広い相談に対応

し、関係機関と連携して安心して暮らせる環境づくりを進めます。 

◼ 高齢者や障がい者、子ども、生活困窮者などを対象に、地域包括支援センターや基幹相談支

援センター、こども家庭センターをはじめとする多様な相談窓口を通じて、専門的かつ総合

的な支援を行います。 

◼ 交通事故の相談や外国籍市民の相談等、様々な相談に対応できる体制を構築します。 

◼ 複合的な相談内容については分野を超えた連携ができるよう体制の強化に取り組みます。 

 

（２）地域と連携した情報共有体制の推進 

◼ 子どもや家庭を取り巻く課題に対し、学校・児童相談所・医療機関・地域団体などが協議会

や連絡会を通じて情報を共有し、連携した支援体制を推進します。 

◼ 高齢者や障がい者への支援においては、地域ケア会議や協議会を設け、多職種・多分野の関

係者が課題を共有し、生活支援につなげます。 
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（３）困難な問題を抱える人への支援の推進 

◼ 自殺、子どもの貧困、ヤングケアラー、孤独・孤立、ひきこもりなどの複雑かつ解決が困難

な状況にある当事者や家族、身寄りのない高齢者に対し、関係機関や庁内関係部署が情報を

共有し、連携を深めながら寄り添った支援を進めます。 

◼ ひきこもり、孤独・孤立などの理由で窓口や電話での市への相談が困難な市民に対し、生成

ＡＩによる相談システムの導入などにより、いつでも相談でき、市の支援につなげていくた

めの体制構築について検討します。 

 

（４）重層的支援体制の整備 

◼ 市民の複雑・複合的な生活課題、相談事案に対し、必要な支援をしていくため、庁内関係部

署のみならず、関係機関や市民との対話や協議・調整を重ね、対象者の属性や年代に関わら

ず包括的に相談や適切な支援に対応できる体制を整備・拡充していくため、重層的支援体制

整備事業を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三島市生活支援センターは、生活困窮者自立支援法に基づき、生活保護に至る前

の段階の生活困窮者を対象に自立相談支援事業、住居確保給付金、就労準備支援事

業、家計改善支援事業を実施し、自立に向けた支援を行っています。 

「ことわらない」「なげださない」「あきらめない」の三原則で市民の皆さんの生

活を支援しています。相談は無料で秘密は厳守します。 

暮らしや仕事のご相談は「三島市生活支援センター」へ 

「生活に困っている」、「仕事が見つからない」、「家族のことで悩んでいる」、「家

賃が払えない」、「住むところがない」、「病気で働けない」、「社会に出るのが怖い」

など、暮らしや仕事に関する様々なことで困っている人の相談を、専門の相談支援

員がお受けします。 

お困りのご本人からの相談に限らず、ご家族や周辺の方からの相談もお受けしま

す。相談支援員は、相談者に寄り添い、一緒に問題解決の方策を考え、必要に応じ

て関係する制度、サービス等を紹介したり、関係機関への相談に同行したりします。 

様々な“生活の立て直し”をお手伝い 

◀三島市 HP「三島市生活支援センター」 

https://www.city.mishima.shizuoka.jp/page/1921.html 

【コ ラ ム】 
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基本方針２ 権利擁護の推進 

地域には、年齢や性別、障がいの有無、国籍等、多様な人々が暮らしているため、差別や偏見

のない地域社会の実現に取り組むことが重要です。 

超高齢社会が進行している現状では、地域で暮らす人の中には認知症などの福祉的支援が必要

な人の増加が見込まれます。判断能力が不十分な人の権利擁護の推進、成年後見制度の周知啓発、

利用促進に取り組む必要があります。 

市民アンケート調査結果における成年後見制度の認知度は、「内容まで知っている」が27.0％、

「名前は聞いたことがあるが、内容は知らない」が52.1％、「名前も聞いたことがない」が19.8％

となっており、成年後見制度の認知度を向上させるとともに、国の制度改正の動きを確認しなが

ら差別や偏見の解消等、権利擁護の推進に取り組みます。 

教育や啓発活動を通して、子どもや女性、高齢者、障がい者などの権利擁護や、差別を解消し、

地域共生社会の実現に取り組みます。 

 

（１）成年後見制度の利用促進《三島市成年後見制度利用促進基本計画》 

◼ 誰もが自分の意志を尊重され、地域社会で安心して暮らしていけるよう、成年後見制度の利

用促進や広報啓発、相談支援、後見人等の支援の円滑な実施に向け、三島市社会福祉協議会

が運営主体となる「三島市成年後見支援センター」を中核機関として、医療、福祉、司法、

行政等が連携した地域連携ネットワークの充実を図ります。 

◼ 身寄りのない認知症高齢者や障がい者などが、成年後見制度を利用し、より快適な介護・福

祉サービスを選択し、契約や利用ができるよう支援します。 

◼ 本人が望む生活を実現できるよう、身近な視点で本人の気持ちに寄り添う支援ができる市民

後見人の養成に取り組みます。 

◼ 判断能力の低下に伴い権利擁護が必要な人への支援のあり方について、弁護士や社会福祉士

などの専門職等で構成されるコーディネート委員会で協議・検討します。 

 

（２）差別や偏見の解消と暴力・虐待の防止 

◼ 高齢者や障がい者が、地域社会や就労の場で能力を発揮できるよう、市民や事業者への啓発

を強化します。 

◼ 障害者差別解消法の周知をはじめとした取組を通じて、年齢や障がい、セクシャリティなど

による差別や偏見をなくし、誰もが自分らしく生きられる社会を目指します。 

◼ 子どもや高齢者、障がい者等の虐待防止に向けた周知啓発、相談支援の充実、関係機関の連

携強化を進め、暴力・虐待の防止に取り組みます。 
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ＰＤＣＡサイクルの

推進 

第５章 計画の推進体制 

地域福祉の主役は、地域で暮らす市民と地域で活動する担い手や関係者など、地域に関わり地域

を育むすべての人です。これからの地域福祉の推進には、これらの人々すべてが一体となって取り

組む地域共生社会の実現が求められます。 

本計画を進めていくにあたっては、地域福祉を担う主体それぞれが相互に連携を図り、役割を果

たしながら計画を進めていくこととします。 

 

１ 計画の周知・啓発 

地域福祉の推進には、市民をはじめ、ボランティア・ＮＰＯや地域活動団体、学校、専門機関な

ど、地域福祉に関わるすべての人や団体等が共通の理解をもつことが重要です。 

そのため、市や三島市社会福祉協議会の広報紙やホームページ、ＳＮＳなどを通じた情報発信な

ど多様な手段を活用して本計画の方針や取組内容等の周知と啓発に努めます。 

 

 

２ 計画の進行管理・評価 

本計画を推進するにあたっては、計画（Plan）を立て、実行（Do）し、その結果を評価（Check）

し、評価を踏まえて内容を改善（Action）するＰＤＣＡサイクルを着実に実行し、より効果的な支

援策を検討して、対策に取り組みます。 

本計画は、計画期間の折り返し年となる令和10年度に本計画を担当する部署の所属長等で構成す

る委員会を組織し、各施策の進捗状況を確認して本計画を推進します。 

また、国の動向や福祉分野の個別計画と整合性を図りながら、令和12年度に計画の評価と見直し

を行うことで、次期計画の策定につなげていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Action 計画の改善 

Plan 計画の策定 

Check 計画の評価・検証 

Do 計画の実施・実行 
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３ 福祉分野別計画との連動性のある取組の推進 

本計画は、本市の福祉分野の最上位計画として、福祉の総合的な方針を示すものです。そのため、

本市の個別計画である「こども計画（子ども・子育て支援事業計画、子ども・若者計画）」、「高齢者

保健福祉計画・介護保険事業計画」、「障害者計画」、「障害福祉計画・障害児福祉計画」、「健康づく

り計画」などの福祉計画と連動性のある取組を進め、地域における福祉サービスの適切な利用を促

進します。 

さらに、これらの計画に関わる各福祉分野の具体的な取組については、個別の計画で推進するも

のとし、その整合性を図るものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５次三島市地域福祉活動計画 
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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

（１）第５次三島市地域福祉活動計画策定の背景 

近年の我が国では、少子高齢化の進展や人口減少、生産年齢人口の減少、高齢者のひとり暮ら

し世帯の増加など、社会構造が変化しており、これまでの高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉な

ど分野別の対応では解決することが難しい新たな問題が多く発生しています。 

本市や地域においても同様で、日常生活を営む中での課題は多様化・複雑化を見せており、そ

れに伴い多様な支援ニーズが求められています。 

こうした状況に対応するためには、行政のみならず、社会福祉協議会、事業所、ＮＰＯ、ボラ

ンティア、住民団体など多様な主体が地域の担い手となり、行政と協働してきめ細やかな活動を

展開することが必要です。高齢者、障がい者、子どもをはじめ、誰もが地域の中で安心して自分

らしく暮らしていくためには、地域住民一人ひとりが地域課題を「我が事」としてとらえ、主体

的に関わる仕組みづくりが重要となります。 

そのため、地域福祉の充実と推進はこれまで以上に求められており、多様化・複雑化する福祉

課題に対応するために、地域づくりの基盤を整え、人と人、地域と地域をつなぎながら、共感と

協力の輪を広げていくことが不可欠です。 

三島市社会福祉協議会（以下、「市社協」という。）では、令和３年度に第４次三島市地域福祉

活動計画を策定し、「人と人、人と地域が福祉でつながり 地域力の発展へとつなげていくまち」

の基本理念のもと、地域共生社会の実現や地域福祉の推進に努めてきました。 

この度、第４次三島市地域福祉活動計画の計画期間が終了することから、新たな地域福祉の取

組を進めるために、「第５次三島市地域福祉活動計画」を策定します。 
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（２）地域福祉活動計画とは 

「地域福祉活動計画」は、地域福祉を推進するために、住民や福祉関係団体等が主体的に関わ

りながら、社会福祉協議会が中心となって策定する民間の計画です。行政が策定する「地域福祉

計画」と整合を図り、両計画が一体となって推進されることで、地域福祉の取組はより効果的に

展開されます。 

本市においては、市社協が計画の策定と推進の中心的役割を担い、地域住民や福祉団体、行政

と協働しながら地域に存在する福祉課題の解決を進め、誰もが安心して支え合える地域社会の実

現を目指します。 

 

 

（３）社会福祉協議会とは 

社会福祉協議会（社協）は、社会福祉法第109条に基づき、全国・都道府県・市区町村ごとに設

置されている民間の福祉団体であり、地域福祉の推進を目的としています。 

その特徴は、地域住民や福祉関係者の参加と協力を得て活動する「公共性」と、民間団体とし

て自主的に事業を展開する「自主性」の双方を兼ね備えている点にあります。 

市社協では、「住み慣れた地域で安心して暮らしたい」という市民の願いを実現するために、地

域の課題を把握し、その解決に向けて住民やボランティア、ＮＰＯ、福祉関係者と連携しながら、

多様な福祉活動を展開しています。 

 

 

 

【参考】社会福祉法より抜粋  

（市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会） 

第109条 市町村社会福祉協議会は、一又は同一都道府県内の二以上の市町村の区域内

において次に掲げる事業を行うことにより地域福祉の推進を図ることを目的とする

団体であつて、その区域内における社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会

福祉に関する活動を行う者が参加し、かつ、指定都市にあつてはその区域内における

地区社会福祉協議会の過半数及び社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過

半数が、指定都市以外の市及び町村にあつてはその区域内における社会福祉事業又は

更生保護事業を経営する者の過半数が参加するものとする。 

一 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

二 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

三 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

四 前三号に掲げる事業のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために 

必要な事業 

 

 



第１章 計画の策定にあたって 

55 

地
域
福
祉
活
動
計
画 

第
１
章 

三島市総合計画 

三島市地域福祉計画 
一体的に
推進 

三島市社会福祉協議会 

三島市地域福祉活動計画 

地 域 

具
体
的
な
事
業
の
実
施 

地域福祉における理念・方向性 

個別計画による具体的施策 

高齢者保健福祉計画・ 
介護保険事業計画 

こども計画（子ども・子育て支援 
事業計画、子ども・若者計画） 

障害者計画 
障害福祉計画・障害児福祉計画 

その他 
教育・防災・スポーツ・人権 など 

２ 計画の位置づけ・期間 

（１）計画の位置づけ 

本計画は、三島市が策定する「三島市地域福祉計画」で掲げられている地域福祉の理念及び方

向性を共有し、両計画を一体的に策定します。相互に連携し、補強・補完し合いながら、地域共

生社会の実現や地域福祉の推進を図ります。 

 

■計画の位置づけ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画の期間 

本計画は「第５次三島市地域福祉計画」と同様の令和８年度から12年度までの５か年計画とし

ます。 

 

■計画の期間 
 

2024 
（Ｒ６年度） 

2025 
（Ｒ７年度） 

2026 
（Ｒ８年度） 

2027 
（Ｒ９年度） 

2028 
（Ｒ10年度） 

2029 
（Ｒ11年度） 

2030 
（Ｒ12年度） 

2031 
（Ｒ13年度） 

2032 
（Ｒ14年度） 

2033 
（Ｒ15年度） 

2034 
（Ｒ16年度） 

2035 
（Ｒ17年度） 

            

第５次 

地域福祉計画・地域福祉活動計画 

 

第６次 

地域福祉計画・地域福祉活動計画 

第４次 

地域福祉計画・ 

地域福祉活動計画 

見直し 進捗確認 見直し 進捗確認 見直し 
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（３）計画の策定体制 

本計画は、令和６年度に三島市が実施した市民アンケート、福祉関係団体へのヒアリング、民

生委員・児童委員へのヒアリングに基づいています。これらの調査で把握した市民や地域の状況、

意見、ニーズを考慮して素案が作成されました。 

その後、福祉関係団体や行政関係者を含む市社協の理事・評議員による検討を経て、最終的な

計画が策定されました。 

 

 

（４）ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標） 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ)とは、平成27年（2015年）９月の国連サミットで採択された

「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載された令和12年（2030年）までの持続可能で

より良い世界を目指す国際目標です。17のゴールと169のターゲットから構成されており、「誰一

人取り残さない」ことを原則として、持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現を目指します。

本計画の推進にあっても、ＳＤＧｓの趣旨を踏まえて取り組みます。 
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第２章 本市を取り巻く主な現状と課題 

１ 現状と課題の整理 

本市の地域福祉における主な現状と課題を整理した結果、次のとおりとなりました。 

①人づくりに関する課題 

◼ 少子高齢化が進行し、若い世代の人口が減少している一方で、高齢夫婦世帯や高齢単身世帯

が増加しており、支え合う人材の確保と育成が求められています。 

◼ 福祉に「関心がある」と答えた市民は約７割に上りますが、福祉との「関わりがない」と答

えた人が約８割となっており、関心と実際の行動との間に乖離があります。 

◼ 福祉教育の場として「学校教育の中で学ぶ」ことが重視されており、子どもや若者の段階か

ら福祉意識を育てる仕組みや、教育機関と福祉関係団体との連携強化が求められています。 

◼ 地域活動やボランティアへの参加意欲は一定程度あるものの、実際の参加率は低調であり、

新しい担い手の発掘と育成、情報発信が課題です。 

②地域づくりに関する課題 

◼ 世帯構成の変化により、単独世帯や小規模世帯が増加し、地域でのつながりが弱まりつつあ

ります。近所付き合いについては「近所付き合いはわずらわしいが、日常生活に便利なこと

が多いので必要である」と回答した人が最も多く、互助の基盤が弱体化していることがわか

ります。 

◼ 地区別人口がすべての地区で減少しており、地域コミュニティの持続性に課題があります。 

◼ 地域行事や自治会活動への参加については「全くしていない」「ほとんどしていない」と回

答した人が４割近くを占め、地域活動の担い手不足と住民参加の低下が進んでいます。 

◼ 災害時の備えとして「あいさつ・声かけ」「避難訓練」「要支援者の把握」など日常の関わり

や地域体制づくりを重視する声が高まっています。特に「要支援者の把握」を求める割合は

増加傾向にあり、防災・防犯体制における地域住民の関わりに課題があります。 

◼ 地域で高齢者や障がい者、子どもの見守りを支援する体制づくりや移動手段の整備、交流促

進が求められており、地域共生社会の基盤強化が必要です。 

③仕組みづくりに関する課題 

◼ 高齢化に伴い要介護・要支援認定者が増加しており、相談支援や福祉サービスの充実が急務です。 

◼ 生活保護率は横ばいで推移していますが、経済的困窮や孤立感を抱える世帯は一定数存在し

ており、生活困窮者や弱者を支える仕組みの継続的な整備が必要です。 

◼ 地域生活の中での悩みや困りごとの相談先は「配偶者や親などの親族」、「友人・知人」が中

心であり、公的機関への相談は低調となっています。市役所や包括支援センターなどの相談

体制の周知・信頼性の向上が課題です。 

◼ 地域での支え合いに「参加したい」、「できれば参加したい」と回答した人は４割を超える一

方、「わからない」と回答した人も約４割となっており、住民が参加しやすい仕組みを設け

ることが必要です。 

◼ 障がいの種別によって手帳交付者数の傾向に差があり、障がい特性に応じた支援と制度利用

促進の仕組みが求められています。
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第５次三島市地域福祉計画の基本理念を踏襲 

地域のつながりを深め共に支えあい、 

安全で安心して暮らせるウェルビーイングなまち・三島 

基本理念及び地域共生社会の実現に向けた市社協の方針 

第３章 計画の方向性 

１ 基本理念 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまで推進してきた主体的に福祉に関わる意識を高めること、市民一人ひとりが我が事として

地域の課題に取り組むことをより一層支援し、市民と関係機関、行政等の連携を深め、誰一人取り

残さず、持続的な幸福を実感できるよう、「地域のつながりを深め共に支えあい、安全で安心して暮

らせるウェルビーイングなまち・三島」を基本理念に掲げています。 

本計画においても、上記の基本理念を踏襲するものとし、地域共生社会の実現に向けて、計画を

推進します。 

 

 

  

 

 

基 本 理 念 

市社協では、本計画の基本理念に基づき、小地域福祉活動の展開、福祉教育の開催、

各種福祉団体とのつなぎ役を担うなど、地域に直接働きかけるような地域福祉活動に取

り組みます。 

また、市民が我が事として主体的に地域に関わり、福祉が円滑に巡り、市民が抱える

困りごとや悩み、不安などが地域で解消されるよう、地域住民に寄り添いながら助言や

支援を行っていくことで、誰もが自分らしく住み慣れた地域で安心して暮らしていける

地域共生社会の実現を目指します。 
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２ 基本目標 

第２章で挙げた課題を基に、本計画の基本理念を実現するための３つの基本目標を掲げます。 

 

 

 

支え合い、助け合う意識の醸成と人づくり 

 

市民、自治会・町内会、福祉関係団体、学校、社会福祉法人など地域の多様な主

体に対し、地域共生の理解促進と意識醸成を通じて福祉活動への参加を促進します。

あわせて、地域課題の解決やコミュニティの発展に向け、地域社会を支える担い手

として参画することを推進します。 

 

 

つながりと寄り添いをはぐくむ地域づくり 

 

住民同士の交流を促進し、人と人とのつながりを深めるとともに、住民ができる

範囲で主体的に地域課題の解決に取り組めるよう支援します。あわせて、ボランテ

ィア活動の活性化に向けた基盤強化など、誰もが活躍できる福祉活動を推進します。

これらの平時の取組を積み重ねることで、災害等にも対応できる地域づくりを進め

ます。 

 

 

必要な支援があまねく行き届き、安心して暮らせる仕組みづくり 

 

属性を問わず、困りごとを抱える世帯からの様々な相談を受け付ける相談支援体

制を構築します。また、関係機関の協働による包括的な支援体制の整備や権利擁護

の推進など、福祉の基盤づくりに向けた取組を推進します。 

 

 

 

上記の３つを基本目標として、基本理念の「地域のつながりを深め共に支えあい、安全で安心し

て暮らせるウェルビーイングなまち・三島」を目指し、本計画に取り組みます。 

 

基本目標１ 

基本目標２ 

基本目標３ 
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３ 施策の体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本 
理念 

基本 
目標 

市の基本方針 

地域のつながりを深め共に支えあい、 

安全で安心して暮らせるウェルビーイングなまち・三島 

基本目標１ 

支え合い、助け合う意識の醸成と人づくり 

基本目標２ 

つながりと寄り添いをはぐくむ地域づくり 

基本目標３ 

必要な支援があまねく行き届き、安心して暮らせる仕組みづくり 

基本 
目標 

基本 
目標 

１．地域共生の意識づくり 

２．地域共生の人づくり 

市社協の基本方針 

１．福祉意識の醸成 

２．地域の担い手づくり 

市の基本方針 

１．地域で支える支援体制の拡充 

２．誰もが参加できる活動支援 

３．安全・安心な地域体制づくりの推進 

市の基本方針 

１．包括的な支援体制の拡充 

２．権利擁護の推進 

市社協の基本方針 

１．声をかけあい、支え合う、つながる

地域づくり 

２．ボランティア活動に参加しやすい 

環境づくり 

３．強くてやさしい安全・安心な地域 

づくり 

４．安心して暮らし続けることができる 

思いやりのあるまちづくり 

市社協の基本方針 

１．分野を横断した相談支援体制づくり 
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４ 指標一覧 

計画の達成状況を把握するため、基本目標ごとに以下の指標を設定します。 

 

基本目標１ 支え合い、助け合う意識の醸成と人づくり 

 

指標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和12年度） 

福祉に関心がある市民の割合 68.4％ 75.0％ 

問題を抱えている人たちから助けを求められたときに対応

したいと思う市民の割合 
70.2％ 75.0％ 

 

基本目標２ つながりと寄り添いをはぐくむ地域づくり 

 

指標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和12年度） 

近所に助け合うことができる人がいる市民の割合 80.2％ 90.0％ 

地域内の行事や自治会活動に参加・協力している市民の 

割合 
56.9％ 60.0％ 

地域の人々とのつながりの満足度 72.5％ 80.0％ 

 

基本目標３ 必要な支援があまねく行き届き、安心して暮らせる仕組みづくり 

 

指標 
基準値 

（令和６年度） 

目標値 

（令和12年度） 

地域生活の中での悩みや困りごとを相談できる先として、

地域の組織や機関へ相談する市民の割合 
19.6％ 25.0％ 

成年後見制度の認知度 79.1％ 85.0％ 

社会福祉協議会の認知度 73.6％ 80.0％ 
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第４章 地域福祉活動計画における施策の取組 

基本目標１ 支え合い、助け合う意識の醸成と人づくり 

基本方針１ 福祉意識の醸成 

性別、年齢、国籍、障がいの有無などに関わらず、すべての市民が互いに理解し、尊重し、支

え合う地域を築くためには、福祉に対する意識を育むことが不可欠です。 

社会構造の変化や新型コロナウイルス感染症の影響による生活様式の変化、少子高齢化、人口

減少などによって、地域のつながりの希薄化が進行しています。その中で、思いやりの心を浸透

させるには、誰もが福祉を身近に感じられるような、より親しみやすい内容や媒体での啓発が求

められています。 

これまでも市社協は、学校での福祉教育や、市民への広報・啓発に取り組んできました。これ

らの福祉教育により一層励むことで、福祉意識の向上、将来の福祉の担い手育成につなげていき

ます。特に、学校における福祉教育は、子どもたちだけでなく、その保護者や家族にも福祉の重

要性を伝える良い機会となるため、内容のさらなる充実に努めます。 

また、近年のＳＮＳをはじめとする多様な情報伝達手段の普及を踏まえ、様々な年代に合う、

時代に即した新たな媒体を使用した情報発信を図り、市民にとって福祉がより身近なものとなる

よう、多角的な広報活動を展開していきます。 

 

■重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項目 
基準値 

令和６年（2024年） 

目標値 

令和12年（2030年） 

学校における福祉教育の実施回数 年26回 年28回 

福祉教育講師登録者数 ６人 ８人 

福祉教育サポーター登録者数 22人 30人 

市民等に向けた福祉啓発の実施回数 年２回 年３回 

福祉啓発物の作成 - - 

ホームページの月間平均訪問者数 1,400人 1,600人 

公式ＬＩＮＥアカウント登録者数 - 1,000人 

社会福祉大会の来場者数 112人 250人 

地域福祉活動計画に関する広報啓発回数 年１回 年２回 

広報物による共同募金運動の啓発 年２回 年２回 
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【施策】福祉を知る機会の創出 

①福祉教育事業 

実施項目 内容 備考 

福祉教育の実践 

地域で、誰もが幸せに暮らしていくためには何をした

らいいか、ふだんの暮らしの中の生活課題を解決して

いくためにはどのようにすればいいのかなど、生活課

題から福祉課題に気づき、そのことを様々な人ととも

に考え、実際に行動するための力を育む福祉教育の実

践を行います。 

修正 

福祉教育推進マニュアルの 

作成 

学校や地域・企業等が福祉教育に取り組みやすくなる

よう、登録講師やプログラム、福祉教材の紹介をはじ

め、具体的に何をすればいいのか参考となるマニュア

ルを作成します。 

新規 

福祉教育講師の確保 

地域で暮らす障がいのある人やボランティア団体に、

福祉教育の講師としてご登録いただき、福祉教育活動

の担い手として活躍していただきます。活動の充実を

図るため、登録講師で構成される講師連絡会を開催す

るほか、多様な講師の確保に努めます。 

継続 

福祉教育サポーターの養成 

市民が福祉に関われる機会を確保するとともに、新た

な担い手育成を進めるため、福祉教育を共に実践する

福祉教育サポーターを養成します。 

修正 

市民等に向けた福祉啓発の 

実施 

子どもから高齢者まで、より多くの市民に福祉への関

心や理解を深めていただくことを目的とした、誰もが

参加しやすく、気軽に福祉を考えることができる催事

の開催や広報啓発を行います。 

継続 

心のユニバーサルデザイン、 

心のバリアフリーの推進 

福祉教育事業や広報啓発事業の各取組を通じて、住民

一人ひとりが、相手の立場に立って思いやりのある行

動ができる「心のユニバーサルデザイン、心のバリア

フリー」の推進に取り組みます。 

修正 
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②広報啓発事業 

実施項目 内容 備考 

社協だより「はつらつ」の発行 

市社協を知っていただく情報ツールとして、事業活動

の紹介を行うとともに、市民や企業、各種団体などの

福祉活動の取組を紹介するなど、市民とともにつくり

上げていく広報紙を目指します。また、関係機関との

連携を図り、福祉情報の効果的な提供に努めます。 

修正 

ホームページの運営 

インターネットを通じて、福祉関係情報の収集、各種

様式のダウンロードなどができるようにホームペー

ジを運営します。 

継続 

ＳＮＳを活用した情報発信 
ＬＩＮＥ、Instagram、YouTube等のＳＮＳを活用し、

福祉に関する情報を適切なタイミングで発信します。 
修正 

社会福祉大会の開催 

社会福祉の発展に寄与された方々を表彰し、感謝の意

を表すとともに、福祉意識の高揚を図ります。また、

より多くの市民が福祉について考え、理解してもらう

きっかけとなるように、福祉講演会も併せて実施して

いきます。 

継続 

福祉に関する講演会・セミナー

の開催 

福祉に関する意識啓発や理解促進のための講演会等

を開催します。 
継続 

催事・イベントでの福祉啓発 

活動 

各種催事・イベント等へ参加し、福祉に関する情報を

発信します。 
新規 

地域福祉活動計画の周知 

「第５次三島市地域福祉計画」と連携して、具体的に

地域福祉活動に取り組む指針となる本計画の周知・啓

発を図るため、概要版を作成し、市民及び福祉関係団

体等へ配布します。また、各種講座等の開催時に、地

域福祉活動計画に関係するアンケートを実施するな

ど、定期的に周知していきます。 

継続 

 

③共同募金運動推進事業 

実施項目 内容 備考 

共同募金運動の推進 

「寄付をする」という思いや行為が、地域福祉の推進

に大きな役割を果たし、助け合い活動として循環して

いること、そして、この代表的仕組みが、共同募金運

動であることの啓発を通して、市民の参加と理解を得

ながら運動を展開し、ボランティアをはじめ、地域の

福祉活動を支える民間財源の確保に努めます。 

継続 
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基本方針２ 地域の担い手づくり 

少子高齢化の進行や世帯数の増加等の社会構造の変化によって、人々のライフスタイルや価値

観が多様化しています。福祉ニーズも高齢者、障がい者、子ども・子育て等、各分野の複雑化・

複合化が進んでいます。 

市社協では福祉ニーズの把握、地域支え合い会議の開催、福祉の担い手等の養成、事業の研究・

開発、小地域ネットワーク活動、居場所・サロン支援、社会貢献に取り組む企業の発掘等を通し

て、地域、行政、市社協、福祉団体、企業等の多様な機関が連携したネットワークの構築、人材

の育成や確保に取り組んできました。 

課題は、活動しているボランティアの高齢化、人材の育成や新しい担い手の確保、福祉ニーズ

の把握、高齢者や障がい者分野以外の把握、世代間交流の減少等があります。 

地域福祉を推進するために、地域によって抱えている課題に差があるため、地域を絞る等工夫

が必要であることや、曜日の調整や時短での参加等、ボランティア活動へ柔軟に参加できる体制

を整備するとともに、ボランティア活動の情報発信が重要です。多様な世代が地域活動に柔軟に

参画できるよう、若者や子育て世代を含む幅広い層に地域参画を促します。また、住民が自らの

住む地域に関心を持ち、地域への愛着を深めるとともに、地域課題への把握・理解や関心を高め、

誰もが地域の担い手として活動できるよう発展させていきます。 

 

■重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項目 
基準値 

令和６年（2024年） 

目標値 

令和12年（2030年） 

地域に向けた講座の開催地区数 年２地区 年６地区 

担い手の育成に向けた講座受講者数 40人 50人 

居場所の登録数 44件 50件 

こどもの居場所の登録数 ８件 10件 

当事者組織の登録数 - 20件 

ボッチャによる交流の場の開催数 年24回 年24回 

ボランティア講座の受講者数 年８人 年20人 

ボランティア・ミーティングの参加者数 - 年30人 

将棋・囲碁による世代間交流の開催 年２回 年３回 

折り紙による交流の場の開催 年12回 年12回 

災害ボランティアコーディネーター 

養成講座修了者数 
年23人 年25人 

市民後見人養成研修修了者数 - 年15人 
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【施策】福祉活動への参加促進と地域の担い手の育成 

①地域福祉推進事業 

実施項目 内容 備考 

地域に向けた講座の開催 

各地域の実情に合わせた、その地域の住民が参加しや

すい、かつ興味・関心がわく講座の開催を通して、住

民が地域活動へ参加するきっかけを作ります。 

新規 

地域支え合い会議の開催 

地域住民とともに地域の課題を把握・共有し、解決に

向けた話し合いを通して、地域における助け合い・支

え合いの体制を構築していきます。 

修正 

地域の担い手の育成 

地域支え合い会議の結果等を基に、細く長く続けられ

る地域福祉活動を推進していくほか、これに関する講

座の開催を通して、誰もがなれる地域の担い手の育成

に取り組みます。 

修正 

居場所の支援 

交流を目的とした地域の居場所・サロン、こどもの居

場所の登録を促し、利用したい人・手伝いたい人など

必要な人へ情報が行き届くようマッチング・コーディ

ネートをします。また、居場所の立ち上げ・継続に向

けた相談支援・情報提供を併せて行います。 

継続 

当事者組織の支援 

当事者組織は同じ悩みや問題（介護・障がい・ひきこ

もり・依存症など）など共通の課題を抱える者同士が

集い、課題についての情報交換や交流を通じて理解を

深め、お互いに助け合い、支え合う場としての役割を

担っています。この当事者組織が継続的に活動できる

よう支援するほか、同じ悩みを抱える人とのマッチン

グを行います。 

新規 

ボッチャによる交流の場の 

運営 

ボッチャについて学び合い気軽に交流する「わいわい

ボッチャ居場所」を住民の皆さんと共に運営します。 
継続 

行事用備品の貸し出し 

居場所をはじめ、自治会や子ども会などの行事におい

て交流ツールとして使っていただけるように、ボッチ

ャ、輪投げなどの行事用備品を貸し出します。 

新規 
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②ボランティア事業 

実施項目 内容 備考 

ボランティアビューローの 

設置・運営 

ボランティアセンターからボランティアビューロー

へ名称を改め、地域や団体におけるボランティア活動

を支援する拠点があること、その機能としてボランテ

ィア希望者と支援を求める人や団体との間で連絡調

整、紹介、情報提供、相談、助言、養成プログラムの

実施等があることを明確化し広く周知します。また、

ＳＮＳによるボランティア情報の発信、登録団体への

支援メニューとしてコピー・印刷機利用の無償化（※

条件あり）、デュプリケーターやノートパソコンの貸

し出しを行うなど、ボランティア活動活性化に向けた

プラットフォームの強化を図ります。 

新規 

ボランティア講座の開催 

仕事を退職した人、子育てが落ち着いた主婦、学生な

どがボランティアに関わるきっかけとなるよう、各世

代が興味をもち、かつ参加しやすい内容の講座を開催

します。また、既にボランティア活動に携わっている

人に対するフォローアップ講座も併せて開催します。 

修正 

ボランティア・ミーティングの

開催 

主に中高生から大学生を対象にボランティアの入り

口をつくり、興味はあるがきっかけやボランティアの

情報がない層にも届く仕組みを整え、学校や地域を越

えたつながりと団体との接点を築きながら、体験・対

話・交流を中心とした気軽で楽しい新しい学びの場を

提供するなど、長期的に若者のボランティアネットワ

ークを介して継続的な活動参加を促進します。 

新規 

将棋ボランティア「一七の会」

の事務局運営 

住民及び会員同士の交流対局、外出困難な人への訪問

対局、世代間交流としての将棋・囲碁大会など、ボラ

ンティアの皆さんと共に趣味を活かした活動を推進

していきます。 

継続 

折り紙ボランティア 

「おりひめ」の事務局運営 

折り紙を通して、会員同士の交流はもちろんのこと、

地域の居場所や放課後児童クラブ等に出向いて交流

を図るなど、ボランティアの皆さんと共に趣味を活か

した活動を推進していきます。 

継続 

災害ボランティアコーディネ

ーター養成講座の開催 

災害ボランティア希望者と被災者のニーズを結びつ

ける災害ボランティアコーディネーターを養成しま

す。また、講座修了者を対象にフォローアップ講座を

開催しスキルアップを図るなど、市内における災害ボ

ランティア受入体制の整備を図ります。 

継続 
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③権利擁護事業 

実施項目 内容 備考 

市民後見人養成研修の開催 

市民感覚を活かしたきめ細かな後見活動と、地域にお

ける支え合い活動に、主体的に参画する人材を育成す

るため、市民後見人養成講座を開催します。 

継続 

権利擁護人材の育成 

市民後見人養成研修修了者等を対象に、法人後見支

援、日常生活自立支援事業生活支援員としての活動の

場を確保し、市民後見人活動へつなげていくなど、権

利擁護人材の育成に取り組みます。 

継続 
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基本目標２ つながりと寄り添いをはぐくむ地域づくり 

基本方針１ 声をかけあい、支え合う、つながる地域づくり 

市全体の高齢化が進み、一人暮らしや夫婦のみの世帯が増える中、公的なサービスだけでは十

分な支援が難しくなっています。これからは、誰もが互いを支え合いながら地域で暮らしていく

ことが重要です。 

そのためには、いつまでも健康で活動的に過ごせるよう、フレイルやオーラルフレイルの予防、

生活習慣病予防、認知症予防など日々の健康づくりに取り組むことが大切です。健康づくりだけ

ではなく、就労やボランティア活動などを通じて社会とのつながりを持ち、生きがいを見つける

ことも重要です。 

これまで市社協は、身近な地域における居場所の立ち上げや運営、活動支援、世代間交流の推

進などを通じて、誰もが気軽に健康づくりや社会参加ができる環境を整えてきました。 

今後もこれらの取り組みを継続するとともに、市内のどの地域でも高齢者をはじめとしたすべ

ての市民が生き生きと暮らせるよう、活動のさらなる展開と拡充を図っていきます。 

 

■重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項目 
基準値 

令和６年（2024年） 

目標値 

令和12年（2030年） 

地域支援の地区数 年２地区 年６地区 

地域支え合い会議の開催地区数 年５地区 年６地区 

居場所の登録数（再掲） 44件 50件 

こどもの居場所の登録数（再掲） ８件 10件 

当事者組織の登録数（再掲） - 20件 

世代間交流の支援件数 年８件 年12件 

行事用備品の貸し出し件数 年20件 年30件 

介護予防普及啓発事業実施回数 年８回 年50回 
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【施策】地域における交流の促進と住民主体による課題解決力の強化 

①地域福祉推進事業 

実施項目 内容 備考 

コミュニティソーシャルワー

カー及び第２層生活支援コー

ディネーターによる地域支援 

コミュニティソーシャルワーカーとして個別支援と

地域支援の２つの手法を用いるほか、第２層生活支援

コーディネーターとして地域に不足するサービスの

創出や担い手の育成をするなど、地域住民と共に話し

合いの場を通して地域の課題解決に取り組みます。 

新規 

地域支え合い会議の開催 

（再掲） 

地域住民とともに地域の課題を把握・共有し、解決に

向けた話し合いを通して、地域における助け合い・支

え合いの体制を構築していきます。 

修正 

居場所の支援（再掲） 

交流を目的とした地域の居場所・サロン、こどもの居

場所の登録を促し、利用したい人・手伝いたい人など

必要な人へ情報が行き届くようマッチング・コーディ

ネートをします。また、居場所の立ち上げ・継続に向

けた相談支援・情報提供を併せて行います。 

継続 

小地域ネットワーク活動の 

推進 

交流を目的とした居場所活動から地域における「ゆる

やかなつながり」を構築し、日常的にさりげなく行わ

れる声掛けや援助活動に発展していけるよう小地域

における支え合いの取組を推進します。 

継続 

当事者組織の支援（再掲） 

当事者組織は同じ悩みや問題（介護・障がい・ひきこ

もり・依存症など）など共通の課題を抱える者同士が

集い、課題についての情報交換や交流を通じて理解を

深め、お互いに助け合い、支え合う場としての役割を

担っています。この当事者組織が継続的に活動できる

よう支援するほか、同じ悩みを抱える人とのマッチン

グを行います。 

新規 

世代間交流の推進 

子どもから高齢者まで、ふれあう機会が少ない者同士

が文化、運動などを通した交流活動を行い、世代を超

えた地域ネットワークへと発展させていきます。 

継続 

行事用備品の貸し出し（再掲） 

自治会やコミュニティ、子ども会などの行事において

交流ツールとして使っていただけるように、ボッチ

ャ、輪投げなどの行事用備品を貸し出します。 

新規 

“赤い羽根”身近な地域の居場

所づくり助成事業 

地域で支え合う住民の福祉活動を支援するため、市内

において「身近な地域の居場所づくり」に取り組む民

間非営利の団体又はボランティアグループを対象に

助成を行います。 

継続 
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実施項目 内容 備考 

“赤い羽根”こどもの居場所づ

くり助成事業 

こどもと家庭の福祉や健康の向上を支援するため、市

内において「こどもの居場所づくり」に取り組む民間

非営利の団体又はボランティアグループを対象に助

成を行います。 

継続 

“赤い羽根”地域福祉活動立ち

上げ助成事業 

地域における福祉活動の推進を目的に、新たに立ち上

げる地域福祉活動に対しその活動基盤を整備するた

めにかかる経費の助成を行います。 

新規 

“赤い羽根”歳末たすけあい 

地域福祉活動助成事業 

年末年始に住民の誰もが参加できる地域交流会で多

世代交流が見込める住民主体で行われる事業につい

て助成を行います。 

新規 

 

②社会参加等促進事業 

実施項目 内容 備考 

介護予防普及啓発事業 

地域包括支援センター等と連携した、西・東・南小学

校生きがい教室と、老人福祉センターでの高齢者を対

象とした健康づくり活動、寝たきり予防のための普及

啓発を行います。（月１回） 

継続 
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基本方針２ ボランティア活動に参加しやすい環境づくり 

ボランティア活動は、身近な地域づくりを支える重要な取組であり、人々が交流し、生きがい

を見つける貴重な機会を提供します。また、安全で活力ある地域社会を築く上でも不可欠な役割

を担っています。 

本市では、ＮＰＯや市民活動団体、そして自治会・町内会など、多様なボランティア活動が地

域福祉を支えています。市社協は、ボランティアセンター事業を通じて、これらの活動への市民

の参加を促し、団体を支援するとともに活動の場の充実を図っています。 

ボランティアへのニーズが増加する一方で、活動者の不足や高齢化が進み、活動の縮小や休止

もみられるのが現状です。市民アンケート調査結果では、ボランティア活動の参加意向を持つ市

民はいるため、市社協が中心となり各団体の活動内容を積極的に周知し、より多くの市民が参加

しやすい機会を創出していきます。地域住民がボランティア活動を身近な取組として理解し、関

心を高めることで、活動の持続的な発展を目指します。 

 

■重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項目 
目標値 

令和６年（2024年） 

目標値 

令和12年（2030年） 

広報物によるボランティアビューローの 

周知 
- 年５回 

ボランティアグループ登録数 67団体 80団体 

個人ボランティア登録数 64人 80人 

ボランティア活動者数 年945人 年1,100人 

ボランティア講座の受講者数（再掲） 年８人 年20人 

ボランティア・ミーティングの参加者数 

（再掲） 
- 年30人 

三島市ボランティア連絡協議会加入団体数 10団体 12団体 

将棋ボランティア「一七の会」会員数 10人 20人 

折り紙ボランティア「おりひめ」会員数 11人 20人 
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【施策】ボランティア活動活性化に向けた基盤強化 

①ボランティア事業 

実施項目 内容 備考 

ボランティアビューローの 

設置・運営（再掲） 

ボランティアセンターからボランティアビューロー

へ名称を改め、地域や団体におけるボランティア活動

を支援する拠点があること、その機能としてボランテ

ィア希望者と支援を求める人や団体との間で連絡調

整、紹介、情報提供、相談、助言、養成プログラムの

実施等があることを明確化し広く周知します。また、

ＳＮＳによるボランティア情報の発信、登録団体への

支援メニューとしてコピー・印刷機利用の無償化（※

条件あり）、デュプリケーターやノートパソコンの貸

し出しを行うなど、ボランティア活動活性化に向けた

プラットフォームの強化を図ります。 

新規 

ボランティア講座の開催 

（再掲） 

仕事を退職した人、子育てが落ち着いた主婦、学生な

どがボランティアに関わるきっかけとなるよう、各世

代が興味をもち、かつ参加しやすい内容の講座を開催

します。また、既にボランティア活動に携わっている

人に対するフォローアップ講座も併せて開催します。 

修正 

ボランティア・ミーティングの

開催（再掲） 

主に中高生から大学生を対象にボランティアの入り

口をつくり、興味はあるがきっかけやボランティアの

情報がない層にも届く仕組みを整え、学校や地域を越

えたつながりと団体との接点を築きながら、体験・対

話・交流を中心とした気軽で楽しい新しい学びの場を

提供するなど、長期的に若者のボランティアネットワ

ークを介して継続的な活動参加を促進します。 

新規 

社会貢献に取り組む企業の 

発掘・支援 

企業や地域社会などの垣根を越えた協働活動を通じ

て、企業・社会が相互理解を深め、より良い社会の実

現、より良い社会貢献のあり方について考える機会を

推進します。また、社会貢献に取り組む企業について

は、市社協の広報活動を通じて周知を図り、企業の社

会貢献の取組を推進します。 

継続 

“赤い羽根”ボランティア 

グループ事業費助成事業 

地域福祉の向上に資するため、市内において「ボラン

ティア活動」に取り組む民間非営利の団体又はボラン

ティアグループが実施する公益的な事業及び既存の

活動を強化する事業を対象に助成を行います。 

修正 
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実施項目 内容 備考 

“赤い羽根”児童健全育成団体

事業費助成事業 

地域福祉の向上に資するため、児童健全育成団体が実

施する公益性の高い事業について、その経費の一部を

助成し安定かつ円滑な実施が図られるよう支援しま

す。 

継続 

三島市子ども会連合会活動 

支援事業 

地域の子どもたちが多様な経験を通じて成長し、地域

社会とのつながりを深めることできるよう、三島市子

ども会連合会が実施する事業について、その経費の一

部を助成し安定かつ円滑な実施が図られるよう支援

します。 

継続 

三島市ボランティア連絡 

協議会の運営 

登録したボランティア（個人・グループ）の中で、相

互の交流・連携を深めることに賛同した有志の集まり

である、三島市ボランティア連絡協議会の事務局を担

い、会員とともに市内のボランティア活動を推進しま

す。 

継続 

将棋ボランティア「一七の会」

の事務局運営（再掲） 

住民及び会員同士の交流対局、外出困難な人への訪問

対局、世代間交流としての将棋・囲碁大会など、ボラ

ンティアの皆さんと共に趣味を活かしたボランティ

ア活動を推進していきます。 

継続 

折り紙ボランティア 

「おりひめ」の事務局運営 

（再掲） 

折り紙を通して、会員同士の交流はもちろんのこと、

地域の居場所や放課後児童クラブ等に出向いて交流

を図るなど、ボランティアの皆さんと共に趣味を活か

したボランティア活動を推進していきます。 

継続 

ボランティア保険窓口業務 

ボランティア活動中の事故によるケガや、損害賠償責

任を補償するボランティア活動保険のほか、地域福祉

活動等の行事における、主催者や参加者のケガ等を補

償する、ボランティア行事用保険等の加入手続きに関

する窓口業務を行います。 

継続 

 

②共同募金運動推進事業 

実施項目 内容 備考 

共同募金運動の推進（再掲） 

「寄付をする」という思いや行為が、地域福祉の推進

に大きな役割を果たし、助け合い活動として循環して

いること、そして、この代表的仕組みが、共同募金運

動であることの啓発を通して、市民の参加と理解を得

ながら運動を展開し、ボランティアをはじめ、地域の

福祉活動を支える民間財源の確保に努めます。 

継続 
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基本方針３ 強くてやさしい安全・安心な地域づくり 

住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、災害時に互いに助け合える体制や、犯罪が

起きない環境を整えることが必要です。 

近年、全国各地で大規模な自然災害が頻発し、災害時の支援体制の整備や福祉避難所の確保の

必要性も高まっています。また、高齢者や障がい者を狙った振り込め詐欺や巧妙な手口の詐欺な

どの犯罪も増加していることから、日頃からの防犯活動の継続がますます重要になっています。 

市民一人ひとりが日頃から防災・防犯意識を持ち、地域での助け合いを意識できるように、引

き続き支援体制の整備や防犯活動の促進に取り組んでいきます。これらを推進することにより、

災害や犯罪から身を守り、誰もが安全に暮らせる地域社会を目指します。 

 

■重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項目 
基準値 

令和６年（2024年） 

目標値 

令和12年（2030年） 

災害ボランティアセンター運営訓練 

参加者数 
年71人 年100人 

災害ボランティアコーディネーター 

養成講座修了者数（再掲） 
年23人 年25人 

災害ボランティアコーディネーター 

登録者数 
82人 200人 

災害ボランティア連絡会の開催数 - 年６回 

平時からつながる災害時支援活動意見 

交換会参加団体数 
- 10団体 

災害ボランティア活動用スコップの数 41本 80本 
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【施策】災害時の体制整備と防犯活動の促進 

①ボランティア事業 

実施項目 内容 備考 

災害ボランティアセンター 

運営訓練 

行政と市社協が連携し、災害時のボランティア受付、

活動場所のあっせん及び配置調整等を行う災害ボラ

ンティアセンターについて、速やかに設置し運営でき

るよう訓練を実施します。 

継続 

災害ボランティアセンター 

運営マニュアルの定期的な 

見直し 

「三島市地域防災計画」に基づき、災害ボランティア

センターの円滑な運営と、的確な被災者支援を図るた

めに作成したマニュアル（令和３年度改訂）について、

行政及びボランティアとともに定期的に見直しを行

います。 

継続 

災害ボランティアコーディネ

ーター養成講座の開催（再掲） 

災害ボランティア希望者と被災者のニーズを結びつ

ける災害ボランティアコーディネーターを養成しま

す。また、講座修了者を対象にフォローアップ講座を

開催しスキルアップを図るなど、市内における災害ボ

ランティア受入体制の整備を図ります。 

継続 

災害ボランティア連絡会の 

開催 

災害時に円滑な被災者支援が行えるよう、行政、災害

ボランティアコーディネーター三島と定期的に打ち

合わせ・情報交換を行う連絡会を開催します。また、

市内で活動するボランティア団体等に参加を呼びか

け、取組を広げていきます。 

新規 

平時からつながる 

災害時支援活動意見交換会の

開催 

行政、災害ボランティアコーディネーター三島をはじ

め、ＮＰＯ・ボランティア、企業などと、平時から顔

の見える関係を構築していくため、各団体の取組内容

や課題等について話し合う意見交換会を開催します。 

新規 

災害ボランティア活動用資材

の確保・充実 

市内社会福祉施設２ヶ所の敷地内に災害ボランティ

ア活動用資材倉庫を設置しました。この倉庫を活用し

災害ボランティア活動における資材の確保・充実に努

めます。 

新規 
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②地域福祉推進事業 

実施項目 内容 備考 

小地域ネットワーク活動の 

推進（再掲） 

交流を目的とした居場所活動から地域における「ゆる

やかなつながり」を構築し、日常的にさりげなく行わ

れる声掛けや援助活動に発展していけるよう小地域

における支え合いの取組を推進します。 

継続 

“赤い羽根”地域福祉活動立ち

上げ助成事業（再掲） 

地域における福祉活動の推進を目的に、新たに立ち上

げる地域福祉活動に対しその活動基盤を整備するた

めにかかる経費の助成を行います。 

新規 

“赤い羽根”歳末たすけあい 

地域福祉活動助成事業（再掲） 

年末年始に住民の誰もが参加できる地域交流会で多

世代交流が見込める住民主体で行われる事業につい

て助成を行います。 

新規 

 

③地域防犯活動促進事業 

実施項目 内容 備考 

三島市老人福祉センター防犯

教室 

高齢者を狙った犯罪を未然に防ぐため、ひとりでも多

くの高齢者へ注意を喚起するべく、三島市老人福祉セ

ンター利用者に向け防犯教室を開催し、防犯意識の普

及、啓発に努めます。 

継続 

社会を明るくする運動の支援 

社会を明るくする運動とは、犯罪や非行をした人の更

生についてみんなで考え、犯罪や非行が起きない安全

で安心な明るい社会をつくろうという、全国的な運動

です。この運動の推進に向け、中心的役割を担う保護

司の活動を支援します。 

継続 

三島地区更生保護女性会の 

支援 

犯罪を犯した人の社会復帰を支援する更生保護ボラ

ンティアの活動を支援します。 
継続 

更生保護サポートセンター 

活動の支援 

保護司をはじめとする更生保護ボランティア等の相

談援助活動の場を提供するとともに、活動に関する啓

発及び支援を行います。 

継続 
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基本方針４ 安心して暮らし続けることができる思いやりのあるまちづくり 

地域では、年齢や性別、障がいの有無、国籍の違いなど、様々な人が住んでいます。地域福祉

を推進していくためには、高齢者や障がいのある人の視点に立ち、何に困っていて、どのように

施設や設備を利用しているかを理解することが重要です。 

市社協では、福祉教育を充実させ、子どもの頃から福祉に対する意識の醸成を行い、地域福祉

の理解を推進してきました。また、市民に向けた福祉啓発、福祉車両の貸し出し等を行い、思い

やりのあるまちづくりに取り組んできました。 

高齢者や障がいのある人等の困難を我が事と思えるようにし、心のユニバーサルデザイン、心

のバリアフリーの推進により一層取り組んでいくことが重要です。 

 

■重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項目 
基準値 

令和６年（2024年） 

目標値 

令和12年（2030年） 

学校における福祉教育の実施回数（再掲） 年26回 年28回 

福祉教育サポーター登録者数（再掲） 22人 30人 

市民等に向けた福祉啓発の実施回数（再掲） 年２回 年３回 

フードドライブの実施回数 年２回 年２回 

広報物による共同募金運動の啓発（再掲） 年２回 年２回 
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【施策】地域の多様な主体の参画とユニバーサルデザインの推進 

①福祉教育事業 

実施項目 内容 備考 

福祉教育の実践（再掲） 

地域で、誰もが幸せに暮らしていくためには何をした

らいいか、ふだんの暮らしの中の生活課題を解決して

いくためにはどのようにすればいいのかなど、生活課

題から福祉課題に気づき、そのことを様々な人ととも

に考え、実際に行動するための力を育む福祉教育の実

践を行います。 

修正 

福祉教育推進マニュアルの 

作成（再掲） 

学校や地域・企業等が福祉教育に取り組みやすくなる

よう、登録講師やプログラム、福祉教材の紹介をはじ

め、具体的に何をすればいいのか参考となるマニュア

ルを作成します。 

新規 

福祉教育講師の確保（再掲） 

地域で暮らす障がいのある人やボランティア団体に、

福祉教育の講師としてご登録いただき、福祉教育活動

の担い手として活躍していただきます。活動の充実を

図るため、登録講師で構成される講師連絡会を開催す

るほか、多様な講師の確保に努めます。 

継続 

福祉教育サポーターの養成 

（再掲） 

市民が福祉に関われる機会を確保するとともに、新た

な担い手育成を進めるため、福祉教育を共に実践する

福祉教育サポーターを養成します。 

修正 

市民等に向けた福祉啓発の 

実施（再掲） 

子どもから高齢者まで、より多くの市民に福祉への関

心や理解を深めていただくことを目的とした、誰もが

参加しやすく、気軽に福祉を考えることができる催事

の開催や広報啓発を行います。 

継続 

心のユニバーサルデザイン、 

心のバリアフリーの推進 

（再掲） 

福祉教育事業や広報啓発事業の各取組を通じて、住民

一人ひとりが、相手の立場に立って思いやりのある行

動ができる「心のユニバーサルデザイン、心のバリア

フリー」の推進に取り組みます。 

修正 

 



 

80 

第
４
章 

②ボランティア事業 

実施項目 内容 備考 

フードドライブの推進 

ＮＰＯ法人やボランティア団体等と連携し、家庭で余

っている食品を集め、必要としている人々や団体に寄

付するフードドライブを推進していきます。 

継続 

社会貢献に取り組む企業の 

発掘・支援（再掲） 

企業や地域社会などの垣根を越えた協働活動を通じ

て、企業・社会が相互理解を深め、より良い社会の実

現、より良い社会貢献のあり方について考える機会を

推進します。また、社会貢献に取り組む企業について

は、市社協の広報活動を通じて周知を図り、企業の社

会貢献の取組を推進します。 

継続 

 

③共同募金運動推進事業 

実施項目 内容 備考 

共同募金運動の推進（再掲） 

「寄付をする」という思いや行為が、地域福祉の推進

に大きな役割を果たし、助け合い活動として循環して

いること、そして、この代表的仕組みが、共同募金運

動であることの啓発を通して、市民の参加と理解を得

ながら運動を展開し、ボランティアをはじめ、地域の

福祉活動を支える民間財源の確保に努めます。 

継続 

 

④福祉車両・車いす貸出事業 

実施項目 内容 備考 

福祉車両・車いすの貸し出し 

車いす利用者の社会参加及び外出支援のため、福祉車

両の貸出し、車いすの短期貸出しを実施し、移動に支

障のある市民への支援を行います。 

継続 
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基本目標３ 必要な支援があまねく行き届き、安心して暮らせる仕組みづくり 

基本方針１ 分野を横断した相談支援体制づくり 

就労の状況や心身の状態、地域社会との関係性、世帯の状況、障がいの有無などにより、生活

困窮に至る要因は多様化しています。また、公的機関や相談機関、地域に相談できないまま社会

的に孤立し、問題が深刻化するケースもみられます。 

自殺、子どもの貧困、ヤングケアラー、孤独・孤立、ひきこもりなど、複雑かつ解決が困難な

状況にある当事者や家族、身寄りのない高齢者など、困難を抱える人が直面する課題は、さらに

複雑化・複合化・多様化しています。加えて、いわゆる「制度の狭間」にある人への対応などの

課題も生じています。 

こうした状況の下で、誰一人取り残さない支援を実現するためには、分野を横断した相談支援

体制の構築や、関係機関との連携体制の一層の強化が必要です。 

市社協では、行政や三島市生活支援センターと連携し、福祉総合相談事業や権利擁護事業など

を通じて、多様化する福祉ニーズに対応してきました。今後も、より複雑化する個々の課題に対

応するため、相談体制のさらなる充実を図るとともに、関係機関との密接な連携を進め、包括的

に相談を受け止め、寄り添った支援を展開していきます。 

 

 

■重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項目 
基準値 

令和６年（2024年） 

目標値 

令和12年（2030年） 

コミュニティソーシャルワーカーの配置数 ２人 ８人 

生活福祉資金貸付相談対応職員数 ２人 ８人 

日常生活自立支援事業相談対応職員数 ２人 ８人 

成年後見制度相談対応職員数 ２人 ８人 

相談窓口意見交換会の開催数 - 年１回 

当事者組織の登録数（再掲） - 20件 

成年後見制度に関する講演会等の開催数 ２件 ２件 

市民後見人候補者名簿登録者数 ８人 20人 

市民後見人活動者数 ３人 10人 
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【施策】相談体制の充実と権利擁護等に関する事業の推進 

①福祉総合相談事業 

実施項目 内容 備考 

ふくし総合相談 

個人や家族からの相談に対応するほか、地域の様々な

団体・組織からの、福祉・生活に関わる相談を広く受

け止め、市社協がもつ各種ツールにつなぐほか、行政

や関係機関、民生委員・児童委員、ＮＰＯ・ボランテ

ィアなどと連携して、総合的かつ包括的な支援を進め

ます。 

修正 

コミュニティソーシャルワー

カーの配置 

属性を問わず困りごとを抱えた世帯の様々な相談を

受付する相談支援体制の構築に向け、コミュニティソ

ーシャルワーカーを配置します。 

新規 

相談窓口意見交換会の開催 

各種相談窓口の機能と課題の共有を通して連携を深

め、受け付けた相談を適切な箇所へ円滑につなぐこと

ができるよう意見交換会を開催します。 

新規 

三島市社会福祉会館で行われ

ている相談窓口の周知 

三島市社会福祉会館では各種関係機関による相談窓

口が設けられています。これら相談窓口と連携をとり

必要に応じて相談内容をつないでいくほか、三島市社

会福祉会館で行われている相談窓口として周知しま

す。 

新規 

生活福祉資金の貸付 

低所得世帯、障がい者世帯または高齢者世帯に対し、

資金の貸付と必要な相談支援を行うことにより、経済

的自立及び生活意欲の助長、並びに在宅福祉及び社会

参加の促進を図り、安定した生活を送れるように支援

します。 

継続 

生活一時扶助金の交付 

生活保護に至らず、生活福祉資金の貸付条件も満たさ

ないものの、手持ち金がなく、また、解雇・病気等の

理由により、給料日や年金支給日等までに生計の維持

が困難となった場合のつなぎ生活費として、年１回

10,000円を限度に扶助します。 

継続 

食料支援 

生活困窮者等に対して、フードバンクふじのくにより

取り寄せた食料や、市民から寄付していただいた食料

等を提供して支援します。自立支援につながるよう、

２週間ごとの相談援助日を設け、生活状況をうかがい

ながら提供していきます。 

継続 
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②地域福祉推進事業 

実施項目 内容 備考 

歳末見舞金の贈呈 

新たな年を迎える時期に、支援を必要とする世帯が地

域で安心して暮らすことができるよう、市民から寄せ

られた歳末たすけあい募金を活用し見舞金の贈呈を

通して支援します。 

継続 

準要保護世帯児童・生徒への 

修学旅行費用の助成 

三島市小中学校連合修学旅行団体等と連携をとり、小

学校６年生、中学校３年生の準要保護世帯児童・生徒

に対し修学旅行費用の一部を助成します。 

継続 

当事者組織の支援（再掲） 

当事者組織は同じ悩みや問題（介護・障がい・ひきこ

もり・依存症など）など共通の課題を抱える者同士が

集い、課題についての情報交換や交流を通じて理解を

深め、お互いに助け合い、支え合う場としての役割を

担っています。この当事者組織が継続的に活動できる

よう支援するほか、同じ悩みを抱える人とのマッチン

グを行います。 

新規 

ケアラーズカフェの運営 

傾聴ボランティア「ハートフル・ケアとまり木」と共

に家族介護者の支援を推進するため、介護者同士が気

軽に集まり、悩みを打ち明け、体験によって得た知識

を交換できる居場所「ケアラーズカフェ」を運営しま

す。 

継続 

 

③権利擁護事業 

実施項目 内容 備考 

日常生活自立支援事業の実施 

認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等のうち、

判断能力が不十分な人が自立した生活を送れるよう、

利用者との契約に基づき、市社協職員である「専門員」

と、専門研修を受けた「生活支援員」が福祉サービス

の利用援助等を行います。 

継続 

生活支援員の確保 

地域で安心して暮らしていくための支援活動にご協

力いただける生活支援員を市民より募集するなど、支

援員の確保に努めます。 

継続 

法人後見事業の実施 

法人として成年後見人等を受任し、認知症、知的障が

い、精神障がいなどによって、判断能力が十分でない

人が不利益を被らないように、財産管理及び身上監護

に関する契約など、法律行為全般を行います。また、

市民後見人の後見業務を監督する後見監督人も行い

ます。 

継続 
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実施項目 内容 備考 

権利擁護人材の育成（再掲） 

市民後見人養成研修修了者を対象に、法人後見支援、

日常生活自立支援事業生活支援員としての活動の場

を確保し、市民後見人活動へつなげていくなど、権利

擁護人材の育成に取り組みます。 

継続 

三島市成年後見支援センター

の運営 

広報、相談、利用促進、後見人支援の４つの役割と機

能を持つ成年後見支援センターを運営します。成年後

見制度を必要とする人が安心して制度利用できるよ

う関係機関による連携ネットワークを構築し、円滑か

つ適切な権利擁護支援を行うための体制づくりに取

り組みます。 

継続 

成年後見制度に関する講演会・

講座の開催 

成年後見制度及び市民後見人の普及啓発を目的とし

た講演会の開催、権利擁護支援を充実するため担い手

や支援者等の知識向上に向けた講座を開催します。 

継続 

成年後見制度に関する相談 

窓口の設置 

相談しやすい環境を整備するために、成年後見支援セ

ンター職員が対応する一般相談窓口と、弁護士と司法

書士の法律職が対応する専門相談窓口を設置します。 

継続 

成年後見制度利用に関する 

支援・調整 

成年後見制度の説明、申立にかかわることについて相

談・支援を行うほか、専門職を交え申立人や後見等候

補者を決めるコーディネート委員会を開催します。 

継続 

後見人等の支援 

後見人等がより効果的な支援が行えるよう、相談の対

応や関係機関との調整、チーム作り、モニタリングな

どを行います。また、市民後見人等意見交換の場とし

て市民後見人交流会を開催します。 

継続 

成年後見制度利用促進連携 

協議会の開催 

法律、福祉、医療、金融機関、行政等で構成する協議

会を開催します。三島市成年後見支援センターの適正

な運営に向けた助言・提案、関係機関との連携構築に

向けた情報交換を行います。 

継続 

市民後見人養成研修の開催 

（再掲） 

市民感覚を活かしたきめ細かな後見活動と、地域にお

ける支え合い活動に、主体的に参画する人材を育成す

るため、市民後見人養成講座を開催します。 

継続 
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第５章 計画の推進・進捗管理 

１ 計画の推進 

（１）市社協の体制整備 

本計画が実を結ぶよう、市社協では職員による会議を定期的に開き、計画の進捗状況や課題を

共有し、迅速な改善を図り、実行を重視した体制を整えます。また、職員の専門性を高めるため

の研修や意識づけも積極的に行いつつ、三島市や地域、関係機関との連携を深め、協力しながら

計画の推進を図ります。 

 

 

（２）計画の進行管理 

本計画の基本目標達成に向けて、ＰＤＣＡサイクル（計画→実行→評価→見直し）に基づき、

継続的かつ効果的な進行管理を行います。各基本目標に設定された重要目標達成指標（ＫＧＩ）

と、その達成に向けたプロセスを測る重要業績評価指標（ＫＰＩ）を基準として、数値による客

観的な評価を実施します。しかし、地域福祉の取組は数値だけでは測りきれない部分も大きいた

め、住民が参加する事業などにおいては、数値目標やＫＰＩに加え、参加者へのアンケート調査

なども活用し、事業の定性的な効果もしっかりと把握します。 

これらの評価結果を総合的に分析し、事業内容を継続的に改善していきます。そして、その知

見は、第５次三島市地域福祉計画との連携を図りながら、次期計画へと円滑に引き継いでいきま

す。 

 

 

（３）計画の周知・普及 

本計画の趣旨と取組を共有し、市民、ボランティア、事業者が一丸となって地域福祉を推進す

るため、計画の普及・啓発に積極的に取り組みます。広報紙、ホームページ、ＳＮＳといった多

様な媒体を積極的に活用し、各年代に最新の情報を提供します。また、学校教育や生涯学習の場

で福祉の重要性を伝える機会を創出し、出前講座の開催を通じて、市民の福祉への理解を深めま

す。さらに、本計画書を公共施設などに常設することで、誰もがいつでも計画に触れることがで

きる環境を整え、地域共生社会の周知啓発や地域福祉の推進を図ります。 
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１ 地域福祉計画策定組織及び経過 

 

（１）三島市地域福祉計画策定懇話会委員 

 

 所属 氏名 区分 

１ 静岡大学 内山 智尋 学識経験者 

２ 三島市自治会連合会 三浦 正康 
各種団体 

（地域） 

３ 三島市民生委員児童委員協議会 宮川 紀代美 
各種団体 

（地域） 

４ 社会福祉法人三島市社会福祉協議会 中村 正蔵 社会福祉事業関係者 

５ 三島市民間社会福祉施設協議会 杉村 伸一 社会福祉事業関係者 

６ 三島市ＰＴＡ連絡協議会 秋山 恭亮 
各種団体 

（子ども） 

７ 三島市青少年健全育成会 石井 芽久美 
各種団体 

（地域・子ども） 

８ 三島市老人クラブ連合会 近藤 明彦 
各種団体 

（高齢者） 

９ 三島市身体障害者福祉会 下山 隆伸 
各種団体 

（障がい者(身体)） 

10 三島市手をつなぐ育成会 秋山 裕子 
各種団体 

（障がい者(知的)） 

11 三島市保健委員 海老名 礼子 
各種団体 

（保健） 

12 三島市ボランティア連絡協議会 上田 豊子 
各種団体 

（ボランティア） 

13 シャルマンカフェ 亀田 力 
各種団体 

（居場所・サロン） 

14 公募による市民 大槻 誠 公募市民 

任期：令和７年６月３日から令和８年３月31日 

（順不同・敬称略） 
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（２）策定経過 

 

実施時期 実施内容 

令和６年８月20日～９月６日 
地域福祉計画策定のための市民アンケート調査 

対象者：2,000人 有効回収数：974人（有効回収率：48.7％） 

令和７年５月１日 第１回 ワーキンググループ 

令和７年５月16日 第１回 庁内策定委員会 

令和７年６月３日 第１回 策定懇話会 

令和７年７月16日 第２回 庁内策定委員会 

令和７年７月29日 第２回 策定懇話会 

令和７年８月５日 第２回 ワーキンググループ 

令和７年８月27日 第３回 庁内策定委員会 

令和７年10月29日 第４回 庁内策定委員会 

令和７年11月11日 第３回 策定懇話会 

令和７年12月８日～ 

令和８年１月６日 
パブリック・コメントによる意見募集 

令和８年３月３日 庁内部長会議 
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２ 市民アンケート調査結果 

第５次三島市地域福祉計画策定にあたり、市民の地域活動への参加状況や日常生活で感じている

ことなどの意見を把握し、基礎資料とするため市民アンケート調査を実施しました。下記のＱＲコ

ードより調査結果を閲覧できます。（https://www.city.mishima.shizuoka.jp/page/2563.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度三島市地域福祉計画策定のためのアンケート調査【報告書】 
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３ 法令等による根拠 

本計画は、社会福祉法第107条、再犯の防止等の推進に関する法律第８条、成年後見制度の利用

の促進に関する法律第14条に基づいて策定しました。 

■「社会福祉法」より抜粋 

（市町村地域福祉計画） 

第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定め

る計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通し

て取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、

地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるも

のとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評

価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を

変更するものとする。 
 

■「再犯の防止等の推進に関する法律」より抜粋 

（地方再犯防止推進計画） 

第八条 都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、当該都道府県又は市町村

における再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画（次項において「地方再犯防止

推進計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

２ 都道府県及び市町村は、地方再犯防止推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞な

く、これを公表するよう努めなければならない。 
 

■「成年後見制度の利用の促進に関する法律」より抜粋 

（市町村の講ずる措置） 

第十四条 市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域にお

ける成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努

めるとともに、成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措置を講ずるよ

う努めるものとする。 

２ 市町村は、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関して、基本的な

事項を調査審議させる等のため、当該市町村の条例で定めるところにより、審議会その

他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。 
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